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別添２ 

令和３年度宮崎県地域防災計画 新旧対照表 

 第１編 総論 

 第１章 総則 

 

現 行 修 正 案 備 考 
 

第２節 計画の基本方針 

  この計画は、防災関係機関の防災に関する業務の実施責任を明確にするととも

に、各防災関係機関相互が緊密に連携して連絡調整を図るために必要な、基本的大

綱を示すものとする。 

  各防災関係機関の実施細目については、各防災機関がそれぞれ定めるものとす

る。 

  防災計画の策定に当たっては、国土強靱化基本計画及び宮崎県国土強靱化地域計

画の基本目標を踏まえ、国、県、市町村、関係機関が、それぞれの果たすべき役割

を的確に実施するとともに、相互に密接な連携を図ることを基本とする。 

  また、地震災害対策編及び津波災害対策編については宮崎県地震・被害想定調査

の結果等を踏まえ実際的な計画とし、風水害、火山災害、林野火災等については本

県の地域はもとより広く全国の過去の事例を分析し、各防災機関の活動任務を明確

にするなど実際的な計画とするとともに、自力で避難することが困難な高齢者・乳

幼児・障がい者など、いわゆる避難行動要支援者と呼ばれる人々への対応に配慮し

つつ、「自らの身の安全は自ら守る」との視点にたって、県民及び事業者の果たす

べき役割を明示した計画とすることを基本とする。 

  なお、各防災関係機関は、この計画の習熟に努め、あわせて地域住民に周知徹底

を図るものとする。 

 

 

第２節 計画の基本方針 

  この計画は、防災関係機関の防災に関する業務の実施責任を明確にするととも

に、各防災関係機関相互が緊密に連携して連絡調整を図るために必要な、基本的大

綱を示すものとする。 

  各防災関係機関の実施細目については、各防災機関がそれぞれ定めるものとす

る。 

  防災計画の策定に当たっては、国土強靱化基本計画及び宮崎県国土強靱化地域計

画の基本目標を踏まえ、国、県、市町村、関係機関が、それぞれの果たすべき役割

を的確に実施するとともに、相互に密接な連携を図ることを基本とする。その際、

大規模地震後の水害等の複合災害も念頭に置きながら、関係者一体となって事前防

災に取り組んでいくものとする。 

  また、地震災害対策編及び津波災害対策編については宮崎県地震・被害想定調査

の結果等を踏まえ実際的な計画とし、風水害、火山災害、林野火災等については本

県の地域はもとより広く全国の過去の事例を分析し、各防災機関の活動任務を明確

にするなど実際的な計画とするとともに、自力で避難することが困難な高齢者・乳

幼児・障がい者など、いわゆる避難行動要支援者と呼ばれる人々への対応に配慮し

つつ、「自らの身の安全は自ら守る」との視点にたって、県民及び事業者の果たす

べき役割を明示した計画とすることを基本とする。 

  なお、各防災関係機関は、この計画の習熟に努め、あわせて地域住民に周知徹底

を図るものとする。 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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別添２ 
 第１編 総論 

 第３章 防災をめぐる社会構造の変化と対応 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第２節 社会構造の変化に対応する地域防災計画の修正 

近年、都市化、高齢化、国際化、情報化など著しい社会構造の変化により、災害脆

弱性の高まりが見られるところである。 

県、市町村はもとより防災関係機関はこれらの変化に十分配慮した防災対策活動を

推進することが求められる。 

そのため、特に次のような変化について十分な対応を図るものとする。 

１～５ （略） 

６ 令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避

難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要があ

る。 

 これらの社会構造等の変化に伴う災害の質的変化等に的確に対応し、的確な防災対

策活動を推進するために、県防災計画及び市町村防災計画については、機を失するこ

となく必要な修正を行うものとする。 

第２節 社会構造の変化に対応する地域防災計画の修正 

近年、都市化、高齢化、国際化、情報化など著しい社会構造の変化により、災害脆弱

性の高まりが見られるところである。 

県、市町村はもとより防災関係機関はこれらの変化に十分配慮した防災対策活動を推

進することが求められる。 

そのため、特に次のような変化について十分な対応を図るものとする。 

１～５ （略） 

６ 新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対

策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含

む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要がある。 

 これらの社会構造等の変化に伴う災害の質的変化等に的確に対応し、的確な防災対

策活動を推進するために、県防災計画及び市町村防災計画については、機を失するこ

となく必要な修正を行うものとする。 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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別添２ 
 第２編 共通対策編 

 第２章 災害予防計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

第２款 活動体制の整備 

第２項 対策 

５ 広域応援体制等の整備充実 

(5) 他都道府県災害時の応援活動のための体制整備 

【県】 

ア 応援要請に対応するための体制整備 

 県は、被災都道府県より応援要請を受けた場合において、直ちに派遣の措置が

講じられ、かつ日常業務に支障をきたさないよう、支援対策本部、派遣職員のチ

ーム編成、携帯資機材、使用車両、作業手順等についてマニュアルを整備してお

く。その際、職員は派遣先の被災地において、被災都道府県から援助を受けるこ

とのないよう、食糧、衣料から情報伝達手段に至るまで各自で賄うことができる

自己完結型の体制を心がける。 

 また、緊急消防援助隊について、緊急消防援助隊宮崎県隊応援等実施計画に基づ

く体制整備を行う。 

 

イ （略） 

【警察】 （略） 

 

 

第８款 避難収容体制の整備 

第２項 対策 

２ 避難場所、避難所、避難路の確保 

(1) 指定緊急避難場所 

【市町村】 

指定緊急避難場所については、市町村は、災害種別に応じて、災害及びその二次

災害のおそれのない場所にある施設、または構造上安全な施設を指定するものとす

る。指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施

設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくものとする。 

また、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の

際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択す

べきであることについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。特

に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等

への周知徹底に努めるものとする。 

災害の想定等に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市

町村に設けることを想定するとともに、平時から近隣市町村と調整を行うよう努め

るものとする。 

なお、市町村は都市農地を避難場所として活用できるよう、都市農業者や関係団

体との協定の締結や当該農地における防災訓練の実施等に努めるものとする。 

(2) 指定避難所 

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

第２款 活動体制の整備 

第２項 対策 

５ 広域応援体制等の整備充実 

(5) 他都道府県災害時の応援活動のための体制整備 

【県】 

ア 応援要請に対応するための体制整備 

 県は、被災都道府県より応援要請を受けた場合において、直ちに派遣の措置が

講じられ、かつ日常業務に支障をきたさないよう、支援対策本部、派遣職員のチ

ーム編成、携帯資機材、使用車両、作業手順等についてマニュアルを整備してお

く。その際、職員は派遣先の被災地において、被災都道府県から援助を受けるこ

とのないよう、食料、衣料から情報伝達手段に至るまで各自で賄うことができる

自己完結型の体制を心がけるとともに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策のため、健康管理やマスク着用等を徹底する。 

 また、緊急消防援助隊について、緊急消防援助隊宮崎県大隊応援等実施計画に

基づく体制整備を行う。 

イ （略） 

【警察】 （略） 

 

 

第８款 避難収容体制の整備 

第２項 対策 

２ 避難場所、避難所、避難路の確保 

(1) 指定緊急避難場所 

【市町村】 

指定緊急避難場所については、市町村は、災害種別に応じて、災害及びその二次

災害のおそれのない場所にある施設、または構造上安全な施設を指定するものとす

る。指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施

設の開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておくものとする。 

また、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の

際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択す

べきであることについて、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

災害の想定等に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市

町村に設けることを想定するとともに、平常時から近隣市町村と調整を行うよう努

めるものとする。 

なお、市町村は都市農地を避難場所として活用できるよう、都市農業者や関係団

体との協定の締結や当該農地における防災訓練の実施等に努めるものとする。 

 

 

 

(2) 指定避難所等 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

（災害対策基本法改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２編 共通対策編 

第２章 災害予防計画 

 - 4 - 

【市町村】 

 市町村は、居住場所を確保できなくなった被災者に対しての応急的な収容保護を

目的として避難所を次の基準により指定しておくものとする。また、市町村及び各

避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等と

の定期的な情報交換に努めるものとする。 

 

 避難所については次の事項を考慮して指定するものとする。 

ア 被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有するものであること。 

イ～エ （略） 

オ 管内の公共施設のみでは避難所を量的に確保することが困難な場合には、あらか

じめ協定を締結するなど次により避難所の確保を図られていること。 

 

 

(ｱ)～(ｲ) （略） 

カ～キ （略） 

ク 市町村は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者

等の要配慮者のため、介護保険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよ

う努めるものとする。 

ケ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【県】 （略） 

(3)～(4) （略） 

３ 避難所等の広報と周知 

 

 市町村は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難所等

や災害危険地域を明示した防災マップや広報誌・ＰＲ紙を活用して避難に関する広

報活動の実施を通じて住民等に対する周知を徹底するとともに、定期的に防災マッ

プなどの見直しとその内容の充実を図るものとする。 

 市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規

格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所で

あるかを明示するよう努めるものとする。 

避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移

動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動

を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合

は、近隣の緊急的な待避場所への移動又は屋内での待避等を行うべきことについ

て、市町村は、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

【県】 

【市町村】 

 市町村は、居住場所を確保できなくなった被災者に対しての応急的な収容保護を

目的として避難所を指定しておくものとする。なお、指定緊急避難場所と指定避難

所は相互に兼ねることができる。また、市町村及び各避難所の運営者は、避難所の

良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める

ものとする。 

 避難所については次の事項を考慮して指定するものとする。 

ア 避難者を滞在させるために必要かつ適切な規模を有するものであること。 

イ～エ （略） 

オ 地域的な特性、過去の教訓、想定される災害及び新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策を踏まえ、管内の公共施設のみでは避難所を量的に確保すること

が困難な場合には、あらかじめ協定を締結するなど次により避難所の確保を図ら

れていること。 

(ｱ)～(ｲ) （略） 

カ～キ （略） 

ク 市町村は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい

者等の要配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所を指定するよう努めるものと

する。 

ケ （略） 

コ 指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民

等へ周知徹底するよう努めるものとする。 

サ 市町村は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してく

ることがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指

定する際に、受入れ対象者を特定して公示するものとする。 

シ 市町村は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を

事前に調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際

に福祉避難所へ直接避難することができるよう努めるものとする。 

【県】 （略） 

(3)～(4) （略） 

３ 避難所等の広報と周知 

【市町村】 

 市町村は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難所等

や災害危険地域を明示した防災マップや広報誌・ＰＲ紙を活用して避難に関する広

報活動の実施を通じて住民等に対する周知を徹底するとともに、定期的に防災マッ

プなどの見直しとその内容の充実を図るものとする。 

 また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格に

基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所である

かを明示するよう努めるものとする。 

避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所，安全な親

戚・知人宅，ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏

まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内

安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への

避難がかえって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについて、市

町村は、日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。 

【県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２編 共通対策編 

第２章 災害予防計画 

 - 5 - 

県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるもの

とする。 

(1) 避難所等の広報 

【市町村】 

 避難所等の指定を行った市町村は、次の事項につき、広報紙等により地域住民に対

し周知徹底を図るとともに避難所として指定した施設については、住民等にわかりや

すいよう避難所の表示をしておくこと。 

 

 

ア 指定緊急避難場所、指定避難所の名称 

イ 指定緊急避難場所、指定避難所の所在位置 

ウ 指定緊急避難場所、指定避難所への経路 

 

エ その他必要な事項 

(2) （略） 

(3) 避難所の運営管理の知識の普及 

【市町村】 

市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要 

な知識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民 

等が主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

 

 

(4) （略） 

 

４ 避難施設の安全性確保と設備の整備 

(1) （略） 

(2) 指定避難所の備蓄物資及び設備の整備 

【市町村】 

 市町村は、あらかじめ応急的に必要と考えられる避難者への食料や飲料水の供給、

マスク、消毒液、被服寝具その他生活必需品の給与に対応できる物資の備蓄に努める

とともに、負傷者に対する応急救護や貯水槽、仮設トイレ、マット、簡易ベッド、非

常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレ、伝達事項の掲示

板、出入口の段差解消のスロープなど、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の災害時

要援護者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報の

入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図るものとする。 

 また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるものとする。 

 

 

 なお、これらの実施に当たっては施設管理者等の理解を得たうえで実施するものと

する。 

 また、避難所等における仮設トイレの設置や、し尿処理が円滑に行えるよう、あら

かじめ各事業者との協定を締結するなど、協力体制を整備しておくものとする。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生

した場合の対応を含め、国の通知や県が作成した「新型コロナウイルス感染症対策に

係る避難所運営ガイドライン(R2.5.29)」などを参考に、平常時から防災担当部局と保

健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討

県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方や避難行動のあり方につい

て、市町村とともに住民等への周知に努めるものとする。 

(1) 避難所等の広報 

【市町村】 

 避難所等の指定を行った市町村は、次の事項につき、広報紙等により地域住民に対

し周知徹底を図るとともに避難所として指定した施設については、住民等にわかりや

すいよう避難所の表示を行うものとする。また、災害時に避難所等の開設状況や混雑

状況等を周知することを想定し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の

整備に努めるものとする。 

ア 指定緊急避難場所、指定避難所の名称 

イ 指定緊急避難場所、指定避難所の所在位置 

ウ 指定緊急避難場所、指定避難所への経路 

エ 指定緊急避難場所、指定避難所の収容人数 

オ その他必要な事項 

(2) （略） 

(3) 避難所の運営管理の知識の普及 

【市町村】 

市町村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な

知識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が

主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。特に、夏季には

熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努めるもの

とする。 

(4) （略） 

 

４ 避難施設の安全性確保と設備の整備 

(1) （略） 

(2) 指定避難所の備蓄物資及び設備の整備 

【市町村】 

 市町村は、あらかじめ応急的に必要と考えられる避難者への食料や飲料水の供給、

マスク、消毒液、携帯トイレ、簡易トイレ、段ボールベッド、パーティション、感染

症対策に必要な物資、被服寝具その他生活必需品の給与に対応できる物資の備蓄に努

めるものとし、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子どもにも配慮するも

のとする。また、負傷者に対する応急救護や貯水槽、仮設トイレ、マット、簡易ベッ

ド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレ、伝達事項

の掲示板、出入口の段差解消のスロープなど、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等

の要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、被災者による災害情報

の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図り、必要に応じ指定避難所の電力

容量の拡大に努めるものとする。 

 なお、これらの実施に当たっては施設管理者等の理解を得たうえで実施するものと

する。 

 また、避難所等における仮設トイレの設置や、し尿処理が円滑に行えるよう、あら

かじめ各事業者との協定を締結するなど、協力体制を整備しておくものとする。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生

した場合の対応を含め、国の通知や県が作成した「新型コロナウイルス感染症対策に

係る避難所運営ガイドライン(R2.5.29)」などを参考に、平常時から防災担当部局と保

健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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するよう努めるものとする。 

【県】 （略） 

 

５ 応急仮設住宅の供与体制の整備 

災害のために住家を滅失した被災者は、避難所に収容され保護を受けることとな

るが、避難所は災害直後の応急的かつ一時的なものである。 

 よって、住家が滅失した被災者のうち、自らの資力をもって住宅を確保すること

のできない者に対し一時的な居住の安定を図るため、応急仮設住宅の供与体制を整

備するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

【市町村】 

 市町村は、次の事項に留意し応急仮設住宅の設置について供与体制を整備するこ

と。 

(1) 建設用地の選定 

ア あらかじめ応急仮設住宅の必要量を考慮の上、建設用地を選定し確保しておくこ

と。 

イ 応急仮設住宅の建設用地の選定に当たっては、原則として、公有地、国有地、企

業等の民有地の順に選定すること。 

ウ 応急仮設住宅の建設用地は、企業等の民有地についても、公租公課等の免除を前

提として、原則とし無償で提供を受けられる土地とすること。 

(2) 立地条件の配慮 

 建設用地の選定に当たっては、上下水道、ガス、電気等の生活関連設備の整備状

況、医療関係、学校、商店、交通、地域的なつながり、騒音、防火等の面を総合的

に考慮し、できる限り住宅地としての立地条件の適した場所に建設すること。 

(3) 利用関係の明確化 

 建設用地の選定に際しては、当該用地の所有者と設置期間や費用負担のあり方等

用地利用関係について明確にしておくこと。 

(4) 建設事業者団体等との協定 

 応急仮設住宅を迅速に設置することができるよう、必要によってあらかじめ建設

事業者団体等と応急仮設住宅の建設及び建設資材の提供等に関する協定を締結して

おくこと。 

(5) 応急仮設住宅の建設計画の策定 

 応急仮設住宅を計画的に建設するため、災害によって住家を滅失した被災者の住

宅需要を速やかに把握し、全体の建設計画を策定すること。 

(6) 必要戸数の供給 

ア 災害が発生した場合には、必要によって建設事業者団体の協力を得て、速やかに

必要な応急仮設住宅を建設すること。 

イ 避難所の生活が相当に長期化しているにもかかわらず応急仮設住宅の建設が著し

く遅れる等のやむを得ない事情がある場合、公団・公営住宅の一時利用、民間アパ

ートの借り上げ等により実施すること。 

するよう努めるものとする。 

【県】 （略） 

 

５ 応急仮設住宅の提供体制の整備 

災害のために住家を滅失した被災者は、避難所に収容され保護を受けることとな

るが、避難所は災害直後の応急的かつ一時的なものである。 

よって、住家が滅失した被災者のうち、自らの資力をもって住宅を確保すること

のできない者に対し一時的な居住の安定を図るため、応急仮設住宅の提供体制を整

備するものとする。 

(1) 公営住宅等、賃貸型応急住宅の提供体制の整備 

【県、市町村】 

県及び市町村は、公営住宅等の既存ストックの空き室の状況を把握し、被災者への

迅速な提供に努めるものとする。 

また、賃貸型応急住宅の迅速な提供を行うため、不動産関係団体と連携強化を図る

等、必要な体制の整備に努めるものとする。 

(2) 建設型応急住宅の提供体制の整備 

【市町村】 

市町村は、次の事項に留意し応急仮設住宅の設置について提供体制を整備するこ

と。 

ア 建設用地の選定 

(ｱ) あらかじめ応急仮設住宅の必要量を考慮の上、建設用地を選定し確保しておくこ

と。 

(ｲ) 応急仮設住宅の建設用地の選定に当たっては、原則として、公有地、国有地、企

業等の民有地の順に選定すること。 

(ｳ) 応急仮設住宅の建設用地は、企業等の民有地についても、公租公課等の免除を前

提として、原則とし無償で提供を受けられる土地とすること。 

イ 立地条件の配慮 

建設用地の選定に当たっては、上下水道、ガス、電気等の生活関連設備の整備状

況、医療関係、学校、商店、交通、地域的なつながり、騒音、防火等の面を総合的

に考慮し、できる限り住宅地としての立地条件の適した場所に建設すること。 

ウ 利用関係の明確化 

建設用地の選定に際しては、当該用地の所有者と設置期間や費用負担のあり方等

用地利用関係について明確にしておくこと。 

エ 建設事業者団体等との協定 

応急仮設住宅を迅速に設置することができるよう、必要によってあらかじめ建設

事業者団体等と応急仮設住宅の建設及び建設資材の提供等に関する協定を締結して

おくこと。 

オ 応急仮設住宅の建設計画の策定 

応急仮設住宅を計画的に建設するため、災害によって住家を滅失した被災者の住

宅需要を速やかに把握し、全体の建設計画を策定すること。 

カ 必要戸数の供給 

災害が発生した場合には、必要によって建設事業者団体の協力を得て、速やかに

必要な応急仮設住宅を建設すること。 

 

 

 

 

 

 

・現行の運用に基づく修正 
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(7) 住宅の仕様等 

 単身や多人数世帯、高齢者や障害者等の災害時要援護者等、個々の需要に応じた

多様なタイプの応急仮設住宅の提供や設置後の地域社会づくり等に考慮した配置と

すること。 

【県】 

 県は、災害救助法の適用があった場合、当該市町村と協議の上、必要戸数について

応急仮設住宅の建設を行う。 

 また、市町村の応急仮設住宅の建設にあたっては、社団法人プレハブ建築協会との

協定(「災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書」)等により支援を行う。 

 

 

 

第 12 款 要配慮者に係る安全確保体制の整備 

第１項 基本方針 

 近年の災害では、要介護認定を受けている者、身体障がい者、知的障がい者、精神

障がい者、難病患者その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）の犠

牲が多くなっている。このため、県、市町村及び要配慮者を入所させる社会福祉施設

等の管理者等は、災害から要配慮者を守るため、安全対策の一層の充実を図り、平常

時から地域における要配慮者の安全確保体制について整備に努めるものとする。 

 

 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 避難行動要支援者の救護体制の整備 

【市町村】 （略） 

(1) 避難行動要支援者の名簿の整備等 

 

 

 

ア 市町村地域防災計画に定めるところにより、福祉部局と防災部局との連携の下、

平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、当該名簿の作成を行う。 

 

イ 避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、その把握に努め、避難行

動要支援者名簿を更新する期間等をあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に

保つ。 

ウ 庁舎の被災等が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿

管理の適切な管理に努める。 

エ 避難支援等に携わる関係者として市町村地域防災計画に定めた消防機関、警

察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織に対し、避難行動要援

護者本人の同意を得ることにより、又は、当該市町村の条例の定めにより、あら

かじめ避難行動要援護者名簿を提供するものとし、その際、名簿情報の漏えいの

防止等必要な措置を講じるものとする。 

オ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めると

きは、避難支援等の実施に必要な限度で、消防機関、警察、民生委員･児童委員、

社会福祉協議会、自主防災組織等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供する

キ 応急仮設住宅の仕様等 

応急仮設住宅の提供に当たっては、単身や多人数世帯、高齢者や障がい者等の避

難行動要支援者等、個々の需要に応じた住宅の仕様や、提供後の地域社会づくり等

に考慮した配置とすること。 

【県】 

県は、災害救助法の適用があった場合、当該市町村と協議の上、必要戸数について

応急仮設住宅の建設を行う。 

また、市町村の応急仮設住宅の建設に当たっては、一般社団法人プレハブ建築協会

との協定(「災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書」)等により支援を行

う。 

 

 

第 12 款 要配慮者に係る安全確保体制等の整備 

第１項 基本方針 

 近年の災害では、要介護認定を受けている者、身体障がい者、知的障がい者、精神

障がい者、難病患者その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）の犠

牲が多くなっている。このため、県、市町村及び要配慮者を入所させる社会福祉施設

等の管理者等は連携を図りつつ、災害から要配慮者を守るため、安全対策の一層の充

実を図り、平常時から地域における要配慮者の安全確保体制及び福祉支援体制につい

て整備に努めるものとする。 

 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 避難行動要支援者の救護体制の整備 

【市町村】 （略） 

(1) 避難行動要支援者の名簿及び個別避難計画 

ア 市町村は、市町村地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難

計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための

措置について定める。 

イ 市町村は、市町村地域防災計画に基づき、福祉部局や防災部局など関係部局の

連携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、当該名簿の作成

を行う。 

ウ 避難行動要支援者の状況は常に変化しうることから、その把握に努め、避難行

動要支援者名簿を更新する期間等をあらかじめ構築し、名簿情報を最新の状態に

保つ。 

 

 

エ 避難支援等に携わる関係者として市町村地域防災計画に定めた消防機関、警

察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織に対し、避難行動要援

護者本人の同意、又は、当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ避

難行動要援護者名簿を提供するものとし、その際、名簿情報の漏えいの防止等必

要な措置を講じる。 

オ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めると

きは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、

名簿情報を提供することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

（災害対策基本法の改正） 
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ことができる。 

この場合においては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ること

を要しない。 

カ 災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、民生委員や社会福祉協議

会、自主防災組織や自治会、福祉事業者等と連携し、避難行動支援のための個別

計画の策定に努めるものとする。 

キ 避難行動要支援者と避難支援等の関係者の両者が参加し、情報伝達や避難支援

等について実際に機能するか点検するため、避難訓練の実施に努めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)～(4) （略） 

(5) 福祉避難所の指定等 

 介助等の特別な配慮を要する要配慮者を収容するため、福祉避難所を指定すると

ともに、福祉避難所での生活に資する車椅子、携帯便器、オムツ等の生活必需品の

備蓄及び介助員の派遣等について体制を整備しておく。 

 

 

 

この場合においては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ること

を要しない。 

 

 

 

 

 

 

 

カ 市町村は、市町村地域防災計画に基づき、防災部局や福祉部局など関係部局の

連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に

携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意

を得て、個別避難計画を作成するよう努める。 

キ 個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの

見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、

必要に応じて更新するよう努める。 

ク 避難支援等に携わる関係者として市町村地域防災計画に定めた消防機関、警

察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織に対し、避難行動要支

援者本人及び避難支援等実施者の同意、又は、当該市町村の条例の定めがある場

合には，あらかじめ個別避難計画を提供するものとし、その際，計画情報の漏え

いの防止等必要な措置を講じる。 

ケ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めると

きは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、

個別避難計画情報を提供することができる。 

この場合においては、計画情報を提供することについて当該計画情報に係る避

難行動要支援者等の同意を得ることを要しない。 

コ 市町村は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避

難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関

係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制

の整備など、必要な配慮をする。 

サ 市町村は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成

する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等によ

り、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

シ 庁舎の被災等が生じた場合においても、当該名簿や計画の活用に支障が生じな

いよう、名簿情報及び計画情報の適切な管理に努める。 

ス 多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。 

(2)～(4) （略） 

(5) 福祉避難所の指定等 

 市町村は、介助等の特別な配慮を要する要配慮者を収容するため、福祉避難所を

指定するとともに、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよ

う、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入

れ対象者を特定して公示するほか、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に

調整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避

難所へ直接避難することができるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正及び

「福祉避難所の確保・運

営ガイドライン」の改定

を踏まえた修正 

（災害対策基本法の改正） 
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 なお、福祉避難所が不足する場合に備え、事前にその確保に努めるものとする。 

 

【県】 

 

県は、市町村の行う避難行動要支援者の救護体制の整備（啓発パンフレットの作成

・配付の取組など）について、助言・指導を行うとともに、その実施に当たって関係

機関団体との調整を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

 

第 13 款 防災関係機関の防災訓練の実施 

第１項 基本方針 

 災害時の迅速かつ適確な行動のためには、日常からの訓練が重要である。関係機関

は相互の連携のもと災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施す

る。 

また、訓練を行うにあたっては、ハザードマップ等を活用して被害の想定を明らか

にするとともに実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、性別、年齢等にかかわら

ず、要配慮者等多様な住民が参加し、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込む

また、福祉避難所での生活に資するポータブルトイレ、紙おむつ、ストーマ用装

具等の生活必需品の備蓄及び要配慮者の避難生活を支援するために必要となる専門

的人材の確保等について体制を整備しておく。 

なお、福祉避難所が不足する場合に備え、生活相談員等を配置する福祉避難スペ

ースの活用も視野に入れ、事前にその確保に努める。 

【県】 

(1) 市町村に対する後方支援 

 県は、市町村の行う避難行動要支援者の救護体制の整備（啓発パンフレットの作

成・配付の取組など）について、助言・指導を行うとともに、その実施に当たって

関係機関団体との調整を支援する。 

(2) 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の体制整備 

県は、災害時要配慮者（高齢者や障がい者、子どもほか、傷病者等）の福祉ニー

ズを的確に把握し、可能な限りそのニーズへ対応し、生活機能の低下等の防止を図

りつつ、日常生活への移行を支援するため、災害時の福祉支援体制の構築に取り組

むとともにチーム員の活動に必要な知識等の向上を図るための研修及び訓練を実施

するものとする。 

 

〔参考〕 DWAT による福祉支援活動 

(1) DWAT の編成 

一般避難所で災害時要配慮者に対する福祉支援を行う民間の福祉専門職で構成す

るチーム。 

(2) DWAT の構成 

 社会福祉士や介護福祉士、介護支援専門員等の資格を有する者からなる４～６名

を標準とする。なお、災害時要配慮者の多様なニーズに対応するため、性別及び社

会福祉士等の相談援助職や介護福祉士等の介護職等の職種構成のバランスに配慮す

る。 

(3) DWAT による活動 

 県は、被災市町村からの要請を受け、宮崎県災害福祉支援ネットワーク協議会と

連携し、DWAT を派遣する。その活動内容は、以下に掲げるとおりとする。 

ア 福祉避難所等への誘導  

イ 災害時要配慮者へのアセスメント  

ウ 日常生活上の支援 

エ 相談支援 

オ 避難所内の環境整備 

カ 災害福祉支援ネットワーク本部、県との連絡調整、状況等の報告 

 

３ （略） 

 

 

第 13 款 防災関係機関の防災訓練の実施 

第１項 基本方針 

 災害時の迅速かつ適確な行動のためには、日常からの訓練が重要である。関係機関

は相互の連携のもと災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施す

る。 

また、訓練を行うにあたっては、ハザードマップ等を活用して被害の想定を明らか

にするとともに実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、性別、年齢等にかかわら

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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など実践的なものとなるよう工夫するものとする。さらに、訓練結果の事後評価を通

して課題を明らかにし、その改善に努め防災対策の充実強化を図るものとする。 

 

 

第２項 （略） 

 

 

第３節 県民の防災活動の促進 

第１款 防災知識の普及 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 県民に対する防災知識の普及 

(1)～(2) （略） 

(3) 日常生活に密着した啓発の実施 

【県、市町村、防災関係機関】 

 災害の種類、季節等の状況に応じて、災害発生時に自らの安全を守るためにはどの

ような行動が必要か、高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者に対してはどのような

配慮が必要か、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点や性的マイノリティ等

にどのように配慮するのかなど、実践的な防災知識を身につけた災害に強い住民の育

成を図り、被害を最小限にとどめられるよう啓発を実施する。 

また、避難先は避難所だけではなく、在宅避難や親戚・知人宅への避難など多様な

避難のあり方を啓発するとともに、「災害時は差し迫った危機から命を守ることが最

優先」であり、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大下であっても避難所への避難

を躊躇することがないよう、住民に対して啓発を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、啓発の方法は以下のとおりとする。 

ア・イ （略） 

(4)～(5) （略） 

 

 

第２款 自主防災組織等の育成強化 

第１項 基本方針 

ず、要配慮者等多様な住民が参加し、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込ん

だり、大規模広域災害時の円滑な広域避難のため、関係機関と連携する等、実践型の

防災訓練を実施するよう努めるものとする。さらに、訓練結果の事後評価を通して課

題を明らかにし、その改善に努め防災対策の充実強化を図るものとする。 

第２項 （略） 

 

 

第３節 県民の防災活動の促進 

第１款 防災知識の普及 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 県民に対する防災知識の普及 

(1)～(2) （略） 

(3) 日常生活に密着した啓発の実施 

【県、市町村、防災関係機関】 

 災害の種類、季節等の状況に応じて、「自らの安全を守るための行動」「高齢者、

障がい者、乳幼児等の要配慮者に対する配慮」「被災時の男女のニーズの違い等に対

する男女双方の視点」「性的マイノリティ等に対する配慮」の必要性など、実践的な

防災知識を身につけた災害に強い住民の育成を図り、被害を最小限にとどめられるよ

う啓発を実施する。 

主な啓発内容は以下のとおりである。 

ア 避難先は避難所だけではなく、在宅避難や親戚・知人宅への避難など多様であ

ること。 

イ それぞれの避難の特徴を知り、備蓄等の事前準備を行うこと。 

ウ 「災害時は差し迫った危機から命を守ることが最優先」であり、新型コロナウ

イルス感染症等の感染拡大下であっても避難所への避難を躊躇しないこと。 

エ 過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バイアス等

を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することなく適切な行動を取るこ

と。 

オ 平常時からハザードマップ等を活用し、自宅や地域の危険性、避難所・親戚知

人宅等の場所、避難経路等の確認を行うこと。 

カ 警戒レベル、避難指示等、気象情報等の意味を理解すること。 

キ 災害時における家族等との連絡方法を考えておくこと。 

ク 家屋が被災することを想定し、保険加入を検討するとともに、被災した際は、

片付けや修理の前に、家屋内外の写真を撮影しておくこと。 

ケ 共助の重要性を理解し、地域の避難行動等を、地域の多様な主体で話し合うこ

と。 

コ 避難訓練に参加すること。 

 

啓発の方法は以下のとおりとする。 

ア・イ （略） 

(4)～(5) （略） 

 

 

第２款 自主防災組織等の育成強化 

第１項 基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 大規模な災害に立ち向かうためには、行政の対応に加え、県民が自主的に防災活動

に参加し、地域で助け合っていくことが重要である。 

 このため、県及び市町村は、自主防災組織の育成、強化を図り、消防団とこれらの

組織との連携を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また、

研修の実施等による自主防災組織の核となるリーダーの育成、多様な世代が参加でき

るような環境の整備等により、これら組織の日常化、訓練の実施を促し、自主防災組

織の活動カバー率の向上及び充実を図るほか、県民の自発的な防災活動と女性の参画

の促進を図り、県民は防災活動の参加に努めるものとする。 

 

第２項 （略） 

 

 

第３款 ボランティアの環境整備 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 活動促進のための拠点機能の充実 

【県・市町村】 

 ボランティア活動を促進する地域の拠点となる市町村ボランティアセンター（市町

村社会福祉協議会設置）と、その中核機関となる宮崎県ボランティアセンター（県社

会福祉協議会設置）について、相談、登録・あっせん機能、研修機能、支援機能等の

充実に取り組む。 

 また、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、

災害時における防災ボランティアの受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動

の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交

換を行う情報共有会議の強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

 

２ 宮崎県ボランティア基金の活用 

【県】 

 「宮崎県ボランティア基金」の効果的活用により、県・市町村社会福祉協議会の設

置するボランティアセンターが、活動の普及啓発や人材育成など地域での活動促進を

図るための事業を推進したり、ボランティア保険への加入助成など、県民が安心して

活動に参加できるための基盤整備を進める。 

３ 活動促進のための体制づくり 

(1) ボランティアの総合窓口、担当窓口の設置 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、災害発生時におけるボランティア活動を支援するため、あらかじ

めボランティアの総合窓口を設置するとともに、専門的な活動分野については、関係

部局が担当窓口となり調整を行う。 

 また、災害発生時を想定し、活動分野の異なるボランティア間の連携を協議する連

絡会を設置し、ボランティアの平常時からの円滑な運営・協力体制の構築に努めるも

のとする。 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、災害発生時におけるボランティア活動の「受入れ窓

口」となることとし、その活動が円滑に行われるよう、あらかじめその機能を整備す

るものとする。 

(2) ボランティアの「受入れ窓口」の整備と応援体制の確立 

 大規模な災害に立ち向かうためには、行政の対応に加え、県民が自主的に防災活動

に参加し、地域で助け合っていくことが重要である。 

 このため、県及び市町村は、自主防災組織の育成・強化、企業防災活動の推進及び

災害ボランティア活動の環境整備を図り、消防団とこれらの組織との連携を通じて地

域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また、研修の実施等による自主

防災組織の核となるリーダーの育成、多様な世代や主体が参加できるような環境の整

備等により、これら組織の日常化、訓練の実施を促し、自主防災組織の活動カバー率

の向上及び充実を図るほか、県民の自発的な防災活動と女性の参画の促進を図り、県

民は防災活動の参加に努めるものとする。 

第２項 （略） 

 

 

第３款 ボランティアの環境整備 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 活動促進のための環境整備 

【県・市町村】 

 ボランティア活動を促進する地域の拠点となる市町村ボランティアセンター（市町

村社会福祉協議会設置）と、その中核機関となる宮崎県ボランティアセンター（県社

会福祉協議会設置）について、相談、登録・あっせん機能、研修機能、支援機能等の

充実に取り組む。 

 また、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者

で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティアの受

入れや調整を行う体制、災害ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被

災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推進するとともに、そのための意見交

換を行う情報共有会議の強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

２ 宮崎県ボランティア基金の活用 

【県】 

 「宮崎県ボランティア基金」の効果的活用により、県・市町村社会福祉協議会の設

置するボランティアセンターが、活動の普及啓発や人材育成など地域での活動促進を

図るための事業を推進し、県民が安心して活動に参加できるための基盤整備を進め

る。 

３ 活動促進のための体制づくり 

(1) ボランティアの総合窓口、担当窓口の設置 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、災害時におけるボランティア活動を支援するため、あらかじめボ

ランティアの総合窓口を設置するとともに、専門的な活動分野については、関係部局

が担当窓口となり調整を行う。 

 

 

 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、災害時におけるボランティア活動の「受入れ窓口」

として「災害ボランティアセンター」を設置することとし、その活動が円滑に行われ

るよう、あらかじめその機能を整備するものとする。 

(2) 災害ボランティアセンターの整備と応援体制の確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行運用基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載内容重複による削除 

 

 

・協定締結（R3.12.7）及

び現行運用に基づく修正 
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【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県社会福祉協議会は、市町村社会福祉協議会とともに、「受入れ窓口」の体制整備

を強化する。また、全国の社会福祉協議会ネットワーク等により、本県域を越えた支

援体制や近隣市町村間の相互支援体制の確立を図る。 

 

 

(3) コーディネートシステムの構築 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、災害時におけるボランティアの受入れ、調整、派遣

が一元化して行えるようコーディネートシステムをあらかじめ整備し、関係機関等と

共同でマニュアルを作成する。 

 被災時のボランティアコーディネーターが行う業務は、概ね次のとおりとする。 

ア 市町村社会福祉協議会における業務 

(ｱ) 被災者のニーズ調査 

(ｲ) 被災者やボランティアからの相談受付 

(ｳ) 要援護者への支援 

・ボランティア活動希望者の派遣 

・ボランティア活動プログラムの策定と提供 

・ボランティア活動支援のための資金と機材の募集、確保、提供 

(ｴ) 被災者やボランティアに対する情報提供 

(ｵ) 各関係機関・団体との連絡・調整 

イ 県社会福祉協議会における業務 

(ｱ) 現地本部の支援 

・全国からのボランティアの登録と派遣 

・全国からの支援の受入れと被災者への提供 

・ボランティアコーディネーターの派遣要請と受入れ 

(ｲ) 県内外への情報提供 

(ｳ) 各関係機関・団体との連絡・調整 

(4) ボランティアの養成・登録等 

ア ボランティアコーディネーターの養成 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 災害時に、ボランティア活動の需給調整・担当窓口との連絡調整等を円滑に行うコ

ーディネーターを養成するために、平常時から市町村社会福祉協議会、企業、学校、

その他団体のボランティアコーディネーター等を対象に日本赤十字社宮崎県支部と連

携し、災害時における対応のノウハウに関する研修を実施する。 

イ ボランティアリーダー等の養成と組織化 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 災害時には、地域のボランティアリーダーや民生・児童委員、社会福祉施設等がボ

ランティア活動の中核となることが期待されるため日本赤十字社宮崎県支部と連携

し、地域のボランティアリーダー等の養成・研修を実施する。 

 また、県内のボランティア団体、ボランティア関連団体、企業、大学等とのネット

ワーク化を進め、災害時における協力体制を整備する。 

ウ ボランティア研修の実施 

【県社会福祉協議会・市町村社会福祉協議会】 

 災害時に、ボランティアが能力を十分に発揮し、組織的なボランティア活動が行え

るよう、ボランティア養成のための研修を実施する。 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県社会福祉協議会は、市町村社会福祉協議会とともに、災害ボランティアセンター

の運営体制を強化し、災害時におけるボランティアの受入れ、調整及び派遣が一元化

して行えるよう、あらかじめ関係機関等と共同でマニュアルを作成する。 

また、全国の社会福祉協議会ネットワーク等により、本県域を越えた支援体制や近

隣市町村間の相互支援体制の確立を図る。 

 

 

 

 

 

 ボランティアセンターの活動内容は、概ね次のとおりとする。 

ア 市町村災害ボランティアセンターの活動内容 

(ｱ) 被災者のニーズ調査 

(ｲ) 被災者やボランティアからの相談受付 

(ｳ) 要配慮者への支援 

・ボランティア活動希望者の派遣 

・ボランティア活動プログラムの策定と提供 

・ボランティア活動支援のための資金と機材の募集、確保、提供 

(ｴ) 被災者やボランティアに対する情報提供 

(ｵ) 各関係機関・団体との連絡・調整 

イ 県災害ボランティアセンターの活動内容 

(ｱ) 市町村災害ボランティアセンターの支援 

・県内外の社会福祉協議会職員の派遣要請と受入れ 

・全国からの支援の受入れと調整 

 

(ｲ) 県内外への情報提供 

(ｳ) 各関係機関・団体との連絡・調整 

(3) ボランティアの養成・登録等 

ア 災害ボランティアセンターの運営に係る人材の養成 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 災害時におけるボランエィア活動を円滑に行うため、平時から民生委員・児童委

員、社会福祉施設、ＮＰＯ、企業、学校等との関係づくりに努め、広く住民を対象と

した災害ボランティアセンターの運営訓練を行う等、災害時の支援や対応についての

研修を実施する。 
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エ ボランティアの登録 

【市町村社会福祉協議会】 

 災害時のボランティア活動を希望する者の登録を受け付ける。 

 また、県社会福祉協議会、日本赤十字社宮崎県支部とも登録情報の共有化を図る。 

(5) ボランティアの活動環境の整備 

ア・イ （略） 

ウ 「災害時のボランティア活動マニュアル」の策定 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、防災関係機関や日本赤十字社宮崎県支部と連携しな

がら災害時に備えた「ボランティア活動マニュアル」の策定に努める。 

エ ボランティアコーディネーターの配置 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、専任のボランティアコーディネーターの配置に努め

る。 

 

オ ボランティア保険への加入促進 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、ボランティア活動を支援するため、ボランティア保

険への加入促進を図るとともに、保険料の助成に努める。 

カ （略） 

(6) （略） 

 

 

第４款 地区防災計画の策定 

 市町村は、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業者

が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄

等に関する計画について定めることができる。 

 

イ ボランティアの登録 

【市町村社会福祉協議会】 

災害時のボランティア活動を希望する者の登録を受け付ける。 

 

(4) ボランティアの活動環境の整備 

ア・イ （略） 

ウ 「災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」の策定 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、防災関係機関等と連携しながら「災害ボランティア

センター設置・運営マニュアル」の策定に努める。 

エ 災害支援リーダーの養成 

【県社会福祉協議会】 

災害時における災害ボランティアセンターの運営を効果的に進めるため、平時から

地域づくりや多様な団体・機関等との調整を行う等、市町村災害ボランティアセンタ

ーにおいてリーダー的役割を担う人材を育成する。 

オ ボランティア保険への加入促進 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 県・市町村社会福祉協議会は、ボランティア活動を支援するため、ボランティア保

険への加入促進を図る。 

 カ （略） 

(5) （略） 

 

 

第４款 地区防災計画の策定 

１ 市町村は、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事業所を有する事業

者が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の

備蓄等に関する計画について定めることができる。 

２ 市町村は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区にお

いて、地区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個

別避難計画の整合が図られるよう努めるとともに、訓練等により、両計画の一体的

な運用が図られるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 第２編 共通対策編 

 第３章 災害応急対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
 

第１節 活動体制の確立 

第１款 県災害対策本部等の設置 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～３ （略） 

４ 災害対策本部の組織等 

災害対策本部の組織については、災害応急対策の万全を期すため、任務の遂行に

必要な全庁をあげた編成を行うものとする。 

災害対策本部の構成については、別図「宮崎県災害対策本部組織図」のとおりと

する。 

＜宮崎県災害対策本部組織図＞ （略） 

(1)～（４） （略） 

(5) 災害対策本部の室 

 

災害対策本部に通常の業務を通じて災害対策にあたる 12 室を置き、室長は各部局

の部長をもって充てる。 

 室に総合対策部に準じた班を置く。 

 各室各班の事務分掌については、表２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(6)～(10) （略） 

５～７ （略） 

８ 非常(緊急)災害現地対策本部との連携 

  災害対策本部は、国が非常(緊急)災害現地対策本部を設置したときは、国の現地

対策本部と密接な連携を図り、適切な災害応急対策の実施に努める。 

 

９～11 （略） 

 

 

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

 災害応急対策を推進するうえで、被害情報の収集・伝達、分析は極めて重要であ

る。初動段階では被害に関する細かい数値より災害全体の概要を知ることに全力を上

げる必要がある。 

 また、被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報収集は困難となるので、待

ちの姿勢ではなくあらゆる情報手段を駆使して積極的な情報収集を行う。それでも困

 

第１節 活動体制の確立 

第１款 県災害対策本部等の設置 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～３ （略） 

４ 災害対策本部の組織等 

災害対策本部の組織については、災害応急対策の万全を期すため、任務の遂行に

必要な全庁をあげた編成を行うものとする。 

災害対策本部の構成については、別図「宮崎県災害対策本部組織図」のとおりと

する。 

＜宮崎県災害対策本部組織図＞ （略） 

(1)～（４） （略） 

(5) 災害対策本部の室 

① 部局対策室 

 災害対策本部に通常の業務を通じて災害対策にあたる 12 室を置き、室長は各部

局の部長をもって充てる。 

 室に総合対策部に準じた班を置く。 

 各室各班の事務分掌については、表２のとおりとする。 

② 受援対策室 

県内で震度６弱以上の地震があったとき又は津波予報区「宮崎県」に大津波警

報が発表されたときのほか、災害対策本部が必要と認めたときは、災害対策本部

に受援対策室を置き、受援対策室長に総務部次長（総務･市町村担当）を、受援対

策室次長に商工観光労働部次長をもって充てる。 

室に総務班、人的資源班、物的資源班を置き、各班の事務分掌については、別

に定める。 

(6)～(10) （略） 

５～７ （略） 

８ 国の現地対策本部との連携 

 災害対策本部は、国が緊急災害現地対策本部、非常災害現地対策本部又は特定災

害現地対策本部（以下「国の現地対策本部」という。）を設置したときは、国の現

地対策本部と密接な連携を図り、適切な災害応急対策の実施に努める。 

９～11 （略） 

 

 

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

 災害応急対策を推進するうえで、被害情報の収集・伝達、分析は極めて重要であ

る。初動段階では被害規模の把握を早期に行い、災害全体の概要を知ることに全力を

上げる必要がある。 

 また、被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報収集は困難となるので、待

ちの姿勢ではなくあらゆる情報手段を駆使して積極的な情報収集を行う。それでも困

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・受援対策室設置に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

（災害対策基本法の改正） 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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難な場合は、被災現場に人員を派遣し情報収集を行うことが大事である。 

 なお、これらの前提となる通信の確保に万全を期さねばならない。 

第１項～第２項 （略） 

 

 

第２款 通信手段の確保 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 代替通信機能の確保 

【県、市町村、防災関係機関】 

応急対策実施上必要な情報通信が著しく困難であり、対策に支障が生じる場合は次

の様な代替手段を用いる。 

(1) ＮＴＴの災害時優先電話 

災害発生時において、重要通信を行う消防・警察・気象・報道等の機関について

は、一部の電話回線を予め交換機の優先発信グループに収容しており、輻輳時に規

制状態となっても優先的に通話可能としている。災害時優先電話への収容について

は、ＮＴＴ西日本宮崎支店（延岡・都城）へ依頼する。 

(2) ＮＴＴの非常・緊急通話の利用 

震災時において加入電話が輻輳し、通話が不能若しくは、困難な場合で応急対策

等のため必要があるときは電気通信事業法第８条の規定による非常・緊急通話また

は電報を利用する。 

ア 非常通話とは、地震、集中豪雨、台風等により非常事態が発生した場合(また

は、発生のおそれがある場合)救援、交通、通信、電力の確保や、秩序維持のため

の通話である。 

イ 緊急通話とは、上記の非常事態のほか緊急事態が発生した場合、救援、復旧等

のための通話である。いずれの通話も交換手扱い通話であり、優先順位として

は、非常通話、緊急通話の順となっており、あらかじめＮＴＴに電話番号を登録

しておく事が必要である。（県庁重要加入電話） 

ウ 電報に関しても通話と同様に非常、緊急電報を設けている。 

(3) （略） 

(4) 非常無線通信の実施 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通話を利用するこ

とができないか、又はこれを利用することが著しく困難であるときに電波法第 52 条

の規定に基づいて、無線局は非常無線通信(以下「非常通信」という。)を行うこと

ができる。 

なお、非常無線通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、防災関係機関等か

らの依頼に応じて発受する。 

ア～ウ （略） 

エ 発信の手続 

発信したい通信文を、次の順序で電報頼信紙(なければ普通の用紙でもよい)に

力タカナ又は普通の文章で記載し、無線局に依頼する。 

(ｱ) あて先の住所、氏名(職名)及びわかれば電話番号 

(ｲ) 本文(200 字以内)、末尾に発信人名(段落にて区切る) 

(ｳ) 用紙余白の冒頭に「非常」と必ず記入し、また余白の末尾に発信人の住所、

氏名(職名)及び電話番号を記入する。 

難な場合は、被災現場に人員を派遣し情報収集を行うことが大事である。 

 なお、これらの前提となる通信の確保に万全を期さねばならない。 

第１項～第２項 （略） 

 

 

第２款 通信手段の確保 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 代替通信機能の確保 

【県、市町村、防災関係機関】 

 応急対策実施上必要な情報通信が著しく困難であり、対策に支障が生じる場合は次

の様な代替手段を用いる。 

(1) ＮＴＴ西日本の災害時優先電話 

災害時において、重要通信を行う消防・警察・気象・報道等の機関については、

一部の電話回線を予め交換機の優先発信グループに収容しており、輻輳時に規制状

態となっても優先的に通話可能としている。災害時優先電話への収容については、

ＮＴＴ西日本総合窓口「116 番」へ連絡・申請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) （略） 

(3) 非常無線通信の実施 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通話を利用するこ

とができないか、又はこれを利用することが著しく困難であるときに電波法第 52 条

の規定に基づいて、無線局は非常無線通信(以下「非常通信」という。)を行うこと

ができる。 

なお、非常無線通信は、無線局の免許人が自ら発受するほか、防災関係機関等か

らの依頼に応じて発受する。 

ア～ウ （略） 

エ 発信の手続 

非常通報の形式は、電報形式又は文書形式とし、宛名、本文、発信局等の必要

事項を記載した通信文により、無線局に非常通報の伝送を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行の運用に基づく修正 

 

 

 

 

・「102 番」サービス廃止

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行の運用に基づく修正 
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(5) 他機関の通信設備の利用 

公衆電気通信施設の利用が不可能となり、かつ通信が緊急を要する場合は、基本

法第 57 条及び第 79 条、救助法第 28 条、水防法第 20 条、消防組織法第 41 条の規定

による他の機関が設置する有線電気通信設備又は無線通信設備を利用することがで

きる。 

この場合、事前に関係機関と協議しておくものとする。使用できる主な機関は次

のとおりである。 

 

 

(6) 孤立防止対策用衛星電話の利用 

災害時、特に郡部において交通手段、通信手段が途絶し孤立地区の発生が予想さ

れる。このため西日本電信電話（株）は孤立防止対策用衛星電話を、ＮＴＴ西日本

の各支店、市町村役場、農漁協、小学校等に常置しており、一般加入電話等の途絶

に際してはこの衛星電話を利用する。 

＜利用方法＞ （略） 

(7)～(11) （略） 

 

 

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

第１款 災害情報の収集・連絡 

第１項 基本方針 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 第１次情報等の収集 

【県、市町村、防災関係機関】 

(1) （略） 

(2) 現地調査班の派遣 

県は災害による被害程度が相当のものと認められ、被災市町村が県への被害状況

を報告できない場合を想定して県職員が情報収集に赴く場合の情報収集要領をあら

かじめ策定するものとし、派遣された災害対策本部または地方支部の職員は、現地

での被害状況調査と連絡員の役割を担うものとする。なお重点的に調査すべき項目

を次に示す。 

(4) 他機関の通信設備の利用 

公衆電気通信施設の利用が不可能となり、かつ通信が緊急を要する場合は、基本

法第 57 条及び第 79 条、救助法第 28 条、水防法第 20 条、消防組織法第 41 条の規定

による他の機関が設置する有線電気通信設備又は無線通信設備を利用することがで

きる。 

この場合、事前に関係機関と協議しておくものとする。使用できる主な機関は次

のとおりである。 

 

(5) 電気通信事業者の災害対策用通信機器の利用 

災害時、特に郡部において交通手段、通信手段が途絶し孤立地区の発生が予想さ

れる。このような場合に際しては県、市町村等は、電気通信事業者（ＮＴＴ西日

本、携帯電話事業者等）へ、特設公衆電話の利用や衛星携帯電話等の貸出しを要請

し、通信手段を確保するものとする。 

＜利用方法＞ （略） 

(6)～(10) （略） 

 

 

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

第１款 災害情報の収集・連絡 

第１項 基本方針 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 第１次情報等の収集 

【県、市町村、防災関係機関】 

(1) （略） 

(2) 情報連絡員及び被災市町村支援チームの派遣 

県は、災害による被害程度が相当のものと認められるときは、災害初動期におけ

る情報収集及び連絡調整等のため、被災市町村に情報連絡員を派遣する。また、大

規模災害等において、市町村の災害応急対応支援を目的に、災害対策本部長の判断

又は被災市町村若しくは災害対策本部地方支部長の要請により、被災市町村支援チ

ームを派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

・現行運用に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行運用に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害応急対策強化のため

の取組 
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ア 火災の状況(炎上、延焼、消防隊の配置) 

イ 建築物の被害状況(木造住宅の倒壊状況、ブロック塀、要救助者の有無) 

ウ 道路、鉄道の被害(橋梁、盛土、倒壊家屋、電柱) 

エ 崖崩れの状況(位置、被災戸数、要救助者の有無) 

オ 道路渋滞の状況 

カ 住民の行動、避難状況、要望 

キ 現地での応急対策活動での問題点 

ク 災害救助法の適用基準となる人的被害、住家被害の世帯数 

ケ 社会福祉施設の被害 

 

 

第３節 広域応援活動 

第１款 地方公共団体による広域的な応援体制 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 応援要請の実施 

(1) 県の応援要請 

【県】 

 ア （略） 

 イ 他都道府県等への応援要請 

  (ｱ)～(ｳ)  （略） 

 

 

 

 

 ウ～カ （略） 

(2) 市町村の応援要請 

２ 応援受入体制の確保 

【市町村】 

(1)  （略） 

(2)  物資等の受入体制の確保 

ア・イ （略） 

 

 

 

【県】 

(1)  （略） 

(2) 自衛隊等の受入体制の確保 

ア・イ （略） 

 

 

 

 

 

第９節 避難収容活動 

第１款 避難誘導の実施 

県は、情報連絡員及び被災市町村支援チームの派遣基準や業務、構成、派遣の期

間等に係る要綱をあらかじめ策定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 広域応援活動 

第１款 地方公共団体による広域的な応援体制 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 応援要請の実施 

(1) 県の応援要請 

【県】 

 ア （略） 

 イ 他都道府県等への応援要請 

  (ｱ)～(ｳ)  （略） 

(ｴ) 応急対策職員派遣制度（総務省）に基づく応援要請 

知事は大規模な災害が発生し、本県単独では十分な災害応急対応ができない

と判断したときは、総務省及び関係団体で構成する被災市区町村応援職員確保

調整本部に対して応援を要請する。 

 ウ～カ （略） 

(2) 市町村の応援要請 

２ 応援受入体制の確保 

【市町村】 

(1)  （略） 

(2)  物資等の受入体制の確保 

ア・イ （略） 

ウ 執務スペースの確保 

市町村長は、応援職員の執務スペースを確保するものとし、その際は、感染症

対策のため、適切な空間の確保に配慮するものとする。 

【県】 

(1)  （略） 

(2) 自衛隊等の受入体制の確保 

ア・イ （略） 

ウ 執務スペースの確保 

知事は、応援職員の執務スペースを確保するものとし、その際は、感染症対策の

ため、適切な空間の確保に配慮するものとする。 

 

 

第９節 避難収容活動 

第１款 避難誘導の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 避難対策の実施責任者 

(1) 避難の勧告・指示 

 避難の勧告・指示の実施責任機関は次の通りとするが、知事は市町村が全部又は

大部分の事務を行うことができなくなったときは、市町村長の実施すべき措置の全

部又は一部を代行することとする。(災害対策基本法第 60 条第 5 項～7 項) 

(2)  （略） 

(3) 避難の誘導及び避難所の開設、収容 

 避難の勧告、指示から避難所への誘導までは、それぞれ避難の勧告・指示者が行

い、避難所の開設、収容保護は、市町村が行うものとするが、両者は緊密な連絡を

保って実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) （略） 

２～７ （略） 

 

 

第２款 避難所の開設、運営 

第１項 （略） 

第２項 対策 

(1)  （略） 

(2) 避難所の運営 

【市町村】 

 市町村は、各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難所における

正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主

防災組織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努

めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求めるものとする。ま

た、市町村は、避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がか

からないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 生活環境の整備 

 避難者の生活環境が常に良好なものであるよう努めるものとする。そのため、

食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、次の事項について対応す

る。 

(ｱ) （略） 

(ｲ)避難所の開設期間の長期化が見込まれる場合は、必要に応じて次の設備や備品

を整備し、避難者に対するプライバシーの確保状況、簡易ベット等の活用状況、

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 避難対策の実施責任者 

(1) 避難の指示 

 避難の指示の実施責任機関は次の通りとするが、知事は市町村が全部又は大部分

の事務を行うことができなくなったときは、市町村長の実施すべき措置の全部又は

一部を代行することとする。(災害対策基本法第 60 条第 5 項～7 項) 

(2)  （略） 

(3) 避難の誘導及び避難所の開設、収容 

 避難の指示から避難所への誘導までは、それぞれ避難の指示者が行い、避難所の

開設、収容保護は、市町村が行うものとするが、両者は緊密な連絡を保って実施す

るものとする。 

県及び保健所設置市の保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅

療養者等の被災に備えて、平常時から、防災担当部局（県の保健所にあっては，管

内の市町村の防災担当部局を含む。）との連携の下、ハザードマップ等に基づき、

 自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うとともに、必要に応じ

て、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努めるものとす

る。 

また、県及び市町村は、自宅療養者等が避難所に避難する可能性を考慮し、保健

福祉担当部局は防災担当部局に対し、避難所の運営に必要な情報を共有するものと

する。 

(4)  （略） 

２～７ （略） 

 

 

第２款 避難所の開設、運営 

第１項 （略） 

第２項 対策 

(1)  （略） 

(2) 避難所の運営 

【市町村】 

 市町村は、各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難所における

正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主

防災組織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努

めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求めるものとする。ま

た、市町村は、避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がか

からないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する

運営に早期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 生活環境の整備 

 避難者の生活環境が常に良好なものであるよう努めるものとする。そのため、

食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、次の事項について対応す

る。 

(ｱ) （略） 

(ｲ)新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策を踏まえたレイアウト等の必要な

措置を講じるとともに、開設期間の長期化が見込まれる場合は、必要に応じて次

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理

栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状

況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

(設備、備品の例示) （略） 

(ｳ) 避難所として指定する施設について平常時よりバリアフリー化に努めるもの

とする。 

なお、物理的障壁の除去(バリアフリー化)されていない施設を避難所とした場

合には災害時要援護者が利用しやすいよう、速やかに障がい者用トイレ、スロー

プ等の仮設に努める。 

(ｴ～(ｵ) （略） 

(ｶ) 避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い

等男女双方の視点や性的マイノリティ等に以下のとおり配慮し、避難所におけ

る安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズ等に対応した避難所運営に努

めるものとする。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 女性や子どもに対する暴力を予防するため、トイレ・更衣室・入浴設備等

の設置場所は、昼夜を問わず安心して使用できる場所を選び、照明をつけ

る。 

 

ｅ 男女双方に対する相談窓口を整備し、男女共同参画センター等の相談機関

等と連携を図りながら相談窓口の周知広報に努める。 

ｆ （略） 

(ｷ) （略） 

エ・オ （略） 

【県】 （略） 

 

 

第４款 避難生活環境の確保 

第１項 （略） 

第２項対策 

１ （略） 

２ 健康管理 

(1)～(4) （略） 

(5) 避難所外避難者の健康状態の把握 

【県・市町村】 

在宅避難や車中泊等やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対して

も、食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービ

スの提供、正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図られるよう努めることと

する。 

 

 

第５款 要配慮者への配慮 

第１項 基本方針 

 高齢者、障がい者等、特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）に対して

の設備や備品を整備し、避難者に対するプライバシーの確保状況、簡易ベット等

の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、

看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確

保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態

の把握に努め、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

(設備、備品の例示) （略） 

(ｳ) 避難所として指定する施設について平常時よりバリアフリー化に努めるもの

とする。 

なお、物理的障壁の除去(バリアフリー化)されていない施設を避難所とした場

合には、避難行動要支援者が利用しやすいよう、速やかに障がい者用トイレ、ス

ロープ等の仮設に努める。 

(ｴ～(ｵ) （略） 

(ｶ) 避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い

等男女双方の視点や性的マイノリティ等に以下のとおり配慮し、避難所における

安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズ等に対応した避難所運営に努める

ものとする。 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 女性や子どもに対する性暴力・ＤＶ等を予防するため、ＤＶについての注意

喚起のポスターの掲載、男女のトイレは離れた場所に設置、トイレ・更衣室・

入浴設備等は、昼夜を問わず安心して使用できる場所の選定と照明の増設等の

配慮を行う。 

ｅ 男女双方に対する相談窓口を整備し、男女共同参画センター、警察、医療機

関及び女性支援団体等と連携を図りながら相談窓口の周知広報に努める。 

ｆ （略） 

(ｷ) （略） 

エ・オ （略） 

【県】 （略） 

 

 

第４款 避難生活環境の確保 

第１項 （略） 

第２項対策 

１ （略） 

２ 健康管理 

(1)～(4) （略） 

(5) 避難所外避難者の健康状態の把握 

【県・市町村】 

在宅避難や車中避難など避難所以外への避難者に対しても、食料等必要な物資の配

布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝

達等により、生活環境の確保が図られるよう努めることとする。 

 

 

 

第５款 要配慮者への配慮 

第１項 基本方針 

 高齢者、障がい者等、特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）に対して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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は、その個々の状態に配慮して、情報提供、避難誘導、福祉避難所への収容、公的住

宅への優先入居、福祉仮設住宅の提供等、災害応急対策の実施にあたり、きめ細かな

対応が必要であり、自主防災組織、関係施設、ボランティア団体等とも連携を図りな

がら、対策を推進するものとする。 

特に、要配慮者のうち災害発生時において、自ら避難することが困難な者に対して

は、次の対策に記載するとおり避難行動要支援者名簿に基づき、円滑な避難を行うも

のとする。 

なお、県は、災害救助法の適用のあった市町村の行う要配慮者への配慮に要した経

費について、災害救助法の規定の範囲内で支出する。 

第２項 対策 

１ 要配慮者に配慮した応急対策の実施 

【市町村】 

(1) 災害発生直後に必要な対策 

ア 避難行動要支援者に関しては、避難行動要支援者名簿に基づき、地域住民や民

生委員・児童委員等の協力を受け、速やかに安否確認を行う。 

なお、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めると

きは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者等に名簿を提供で

き、この場合、名簿情報を提供することについて本人の同意を要しないことに留

意する。 

イ 避難の必要な避難行動要支援者について、地域住民や民生委員・児童委員等の

協力を受け、避難所への速やかな避難誘導を行う。 

(2)  （略） 

２～３ （略） 

４ 避難行動要支援者に対する安全確保対策 

(1) （略） 

(2) 安否確認、救助活動 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、保健医療サービスや福祉サービスを受けている利用者名簿等を活

用し、民生・児童委員、近隣住民(自主防災組織)、福祉団体(社協、老人クラブ等)、

ボランティア組織等の協力を得て、居宅に取り残された避難行動要支援者の安否確

認、救助活動を実施する。 

【県警察本部】 （略） 

(3)～(8) （略） 

 

 

第６款 応急住宅の確保 

第 1 項 （略） 

第２項 対策 

１基本事項 

(1)  （略） 

 

 

 

 

 

は、その個々の状態に配慮して、情報提供、避難誘導、福祉避難所への収容、公的住

宅への優先入居、福祉仮設住宅の提供等、災害応急対策の実施にあたり、きめ細かな

対応が必要であり、自主防災組織、関係施設、ボランティア団体等とも連携を図りな

がら、対策を推進するものとする。 

特に、要配慮者のうち災害時において、自ら避難することが困難な者に対しては、

次の対策に記載するとおり避難行動要支援者名簿や個別避難計画に基づき、円滑な避

難を行うものとする。 

なお、県は、災害救助法の適用のあった市町村の行う要配慮者への配慮に要した経

費について、災害救助法の規定の範囲内で支出する。 

第２項 対策 

１ 要配慮者に配慮した応急対策の実施 

【市町村】 

(1) 災害発生直後に必要な対策 

ア 避難行動要支援者に関しては、避難行動要支援者名簿や個別避難計画に基づ

き、地域住民や民生委員・児童委員等の協力を受け、速やかに安否確認を行う。 

なお、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めると

きは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者等に名簿や計画を提

供でき、この場合、名簿情報や計画情報を提供することについて本人（計画に関

しては、避難支援者を含む。）の同意を要しないことに留意する。 

イ 避難の必要な避難行動要支援者について、地域住民や民生委員・児童委員等の

協力を受け、避難所など安全な場所への速やかな避難誘導を行う。 

(2)  （略） 

２～３ （略） 

４ 避難行動要支援者に対する安全確保対策 

(1) （略） 

(2) 安否確認、救助活動 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、避難行動要支援者名簿、個別避難計画、あるいは保健医療サービ

スや福祉サービスを受けている利用者名簿等を活用し、民生委員・児童委員、近隣住

民(自主防災組織)、福祉団体(社協、老人クラブ等)、ボランティア組織等の協力を得

て、居宅に取り残された避難行動要支援者の安否確認、救助活動を実施する。 

【県警察本部】 （略） 

(3)～(8) （略） 

 

 

第６款 応急住宅の確保 

第 1 項 （略） 

第２項 対策 

１基本事項 

(1)  （略） 

(2) 県は、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本

とし、相談体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅

等の既存ストックの一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な

住まいを早期に確保するものとする。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在

しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設置し、被災者の応急的な住まいを早
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(2)～(3) （略） 

 

 

第７款 広域一時滞在 

第１項 基本方針 

被災市町村は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑み、被

災市町村の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると判断

した場合において、市町村への受入については当該市町村に直接協議し、他の都道府

県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるものと

する。 

 

第２項 対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとす

る。また、市町村の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町村

からの要求を待ついとまがないときは、市町村の要求を待たないで市町村に代わっ

て広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

２ 国は、市町村及び県が、被災により自ら広域一時滞在のための協議を行うことが

不可能な場合は、広域一時滞在のための協議を当該市町村に代わって行うものとす

る。また市町村の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町村か

らの要求を待ついとまがないときは、市町村の要求を待たないで、県に代わって、

国が、広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

 

 

期に確保するものとする。なお，応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十

分配慮するものとする。 

(3)～(4) （略） 

 

 

第７款 広域避難及び広域一時滞在 

第１項 基本方針 

県及び市町村は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広

域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施さ

れるよう運送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含め

た手順等を定めるよう努めるものとする。 

 

第２項 対策 

１ 広域避難 

(1) 市町村は、災害の予測規模、避難者数等に鑑み、当該市町村の区域外への広域的

な避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合にお

いて、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道

府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほ

か、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告した上で、自ら他の都

道府県内の市町村に協議することができる。 

(2) 県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとす

る。 

(3) 市町村は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難の用

にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れること

ができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努めるものとする。 

(4) 県・市町村・運送事業者等は、あらかじめ具体的な運用を定めるとともに、関係

者間で適切な役割分担を行った上で，広域避難を実施するよう努めるものとする。 

 

２ 広域一時滞在 

(1) 被災市町村は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑み、

被災市町村の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると

判断した場合において、市町村への受入については当該市町村に直接協議し、他の

都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求め

ることができる。 

(2) 県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとす

る。また、市町村の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町村

からの要求を待ついとまがないときは、市町村の要求を待たないで市町村に代わっ

て広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

(3) 国は、市町村及び県が、被災により自ら広域一時滞在のための協議を行うことが

不可能な場合は、広域一時滞在のための協議を当該市町村に代わって行うものとす

る。また市町村の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町村か

らの要求を待ついとまがないときは、市町村の要求を待たないで、県に代わって、

国が、広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

（災害対策基本法の改正） 
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第 17 節 自発的支援の受入れ 

第１款 ボランティア活動の受入れ 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ ボランティア「受入れ窓口」の設置・運営 

(1) 県及び市町村における措置 

【県、市町村】 

 災害発生時及び復旧期における防災ボランティアの活動支援については災害対策本

部内にボランティア調整グループを編成し、県社会福祉協議会、日本赤十字社宮崎県

支部等と連携してボランティアの総合調整を図るものとする。 

(2) 受入れ体制の確保 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 災害発生後直ちに、被災地の市町村社会福祉協議会にボランティア現地本部を設置

しボランティアの受入れ体制を確保する。 

 被害が甚大で、被災地の市町村のみでは対応できないと判断される場合、県社会福

祉協議会は事務局内にボランティア支援本部を設置し、ボランティア現地本部を支援

する。 

 また、その他の市町村社会福祉協議会にもボランティアの受入れ・派遣体制を早急

に整備するなど支援体制の確立を図るものとする。 

(3) 「受入れ窓ロ」の運営 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

ア ボランティア現地本部の活動内容 

①～⑦ ［略］ 

⑧災害対策本部との連絡調整 

⑨「ボランティア支援本部」及び「ボランティア救援対策本部」への支援要請 

⑩ボランティアコーディネーターの受入れ 

⑪その他被災者の生活支援に必要な活動 

イ ボランティア救援対策本部の活動内容 

 ボランティア救援対策本部は、激甚災害の場合に現地本部を支援するために県

社会福祉協議会が主体となり、ライフラインの回復が早く、通信・交通のアクセ

スが良いなど比較的被害の小さい現地又は近隣市町村に設置する。 

 ボランティア救援対策本部は、現地本部が被災地域での生活支援等の活動に専

念できるよう全国からのボランティアの登録、派遣等のコーディネート等を一体

的に行うほか、ボランティア活動保険の加入手続きや現地本部が必要としている

機材・物資等の調達・供給を行うなどボランティア現地本部の役割の大部分を担

うこととする。 

①ボランティア現地本部の支援 

②県内外からのボランティアの登録と派遣 

③全国からの支援の受入れと提供 

④ボランティアコーディネーターの派遣要請と受入れ 

⑤被災地災害対策本部及びボランティア支援本部との緊密な連携 

ウ ボランティア支援本部 

①報道機関等への情報提供・広報 

②パソコン・ＦＡＸ等を活用した情報提供 

③他都道府県からの支援受入れと要請 

④ボランティア現地本部や災害対策本部内に編成されるボランティア対策班との

第 17 節 自発的支援の受入れ 

第１款 ボランティア活動の受入れ 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ ボランティア「受入れ窓口」の設置・運営 

(1) 県及び市町村における措置 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、災害時及び復旧期における災害ボランティアの活動支援について

はボランティアの総合窓口を設置し、県・市町村社会福祉協議会、日本赤十字社宮崎

県支部等と連携してボランティアの総合調整を図るものとする。 

(2) 受入れ体制の確保 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

 災害発生後直ちに、被災地の市町村社会福祉協議会に市町村災害ボランティアセン

ターを設置しボランティアの受入れ体制を確保する。 

 被害が甚大で、被災地の市町村のみでは対応できないと判断される場合、県社会福

祉協議会は県と協議の上、県災害ボランティアセンターを設置し、ボランティア現地

本部を支援する。 

 また、その他の市町村社会福祉協議会にもボランティアの受入れ・派遣体制を早急

に整備するなど支援体制の確立を図るものとする。 

(3) 災害ボランティアセンターの運営 

【県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会】 

ア 市町村災害ボランティアセンターの業務 

①～⑦ ［略］ 

⑧市町村災害対策本部との連絡調整 

⑨県災害ボランティアセンターへの支援要請 

 

⑩その他被災者の生活支援に必要な活動 

イ 県災害ボランティアセンターの業務 

①被災地及び市町村災害ボランティアセンターに関する情報収集・情報発信 

②市町村災害ボランティアセンターの設置運営に対する支援・連絡・調整・派遣

等 

③県外社会福祉協議会の間の連絡・調整・受入及び派遣等 

④県災害ボランティアセンター及び災害ボランティア活動に関する各種相談、問

合せへの対応 

⑤災害ボランティア活動に必要な資機材・活動物資等の調達・貸出・保管・管理 

⑥県災害対策本部等との情報の共有 

⑦関係機関・団体との間の連絡・調整・仲介等 

⑧その他、県災害ボランティアセンターの活動に必要な業務 

ウ 被災地外の市町村社会福祉協議会の業務 

被災地の状況把握及び当該地域内のボランティア活動希望者への情報提供を行

うとともに、県災害ボランティアセンターと連携し、必要な支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・協定締結（R3.12.7）及

び現行運用に基づく修正 
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連絡調整 

エ 被災地外の市町村社会福祉協議会の窓口 

 当該地域内のボランティア活動希望者の登録とオリエンテーションを行い、求

められる活動内容ごとに活動可能な者を取りまとめボランティア救援対策本部や

ボランティア支援本部に連絡(登録)するほか次の業務を担う。 

①ボランティアコーディネーターの派遣 

②被災地の状況把握と関係団体への情報提供 

③ボランティア救援対策本部及びボランティア支援本部との連携 

２ ボランティア「受入れ窓口」との連携・協力 

(1) ボランティア現地本部及びボランティア支援本部との連携 

【県、市町村】 

 市町村は、災害発生後、ボランティア「担当窓口」の開設時に、コーディネートを

担当する職員を配置し市町村とボランティア現地本部との連絡調整、情報収集・提供

活動等を行う。 

 県は、災害発生後、ボランティア「担当窓口」の開設時に、コーディネートを担当

する職員を配置し、県内部及びボランティア支援本部との連絡調整、情報収集・提供

及び広報活動等を行う。 

 

 

 

 

(2) ボランティアに協力依頼する活動内容 

【県、市町村】 

 ボランティアに県・市町村社会福祉協議会が設置するボランティアセンターを通じ

て協力依頼する活動内容は、主として次の通りとする。 

 ア～オ ［略］ 

(3)～(5) ［略］ 

３ ［略］ 

４ 赤十字防災ボランティアの活動 

【日本赤十字社宮崎県支部】 

(1) 赤十字防災ボランティア「受入れ窓口」の設置・構成等 

ア 赤十字防災ボランティアセンターの設置 

 災害発生後直ちに、日本赤十字社宮崎県支部にボランティアセンターを設置しボ

ランティアの受入れ体制をつくる。また、県に設置されるボランティア対策本部と

連携しボランティアの受入れを実施する。 

イ ［略］ 

(2) 防災ボランティア「受入れ窓口」との連携・協力 

 赤十字防災ボランティアセンターは、ボランティア現地本部及び支援本部と連絡

を密にして被災状況、被災者のニーズ等を把握し、活動内容及び派遣人員などの調

整を行う。 

(3) 赤十字防災ボランティアの活動 

ア 赤十字防災ボランティアの活動内容 

 日本赤十字社宮崎県支部は、積極的に赤十字防災ボランティアの参加・協力を求

めて災害救護活動の一層の推進を図ることとし、災害時に赤十字防災ボランティア

に対し、次の技術・技能的な専門性のある活動を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ボランティア「受入れ窓口」との連携・協力 

(1) 市町村災害ボランティアセンター及び県災害ボランティアセンターとの連携 

【県、市町村】 

 市町村は、災害発生後、ボランティア「担当窓口」の開設時に、コーディネートを

担当する職員を配置し、市町村と市町村災害ボランティアセンターとの連絡調整、情

報収集・提供活動等を行う。 

 県は、災害発生後、ボランティア「担当窓口」の開設時に、コーディネートを担当

する職員を配置し、県内部及び県災害ボランティアセンターとの連絡調整、情報収集

・提供及び広報活動等を行う。 

 なお、県及び県から事務の委任を受けた市町村は，災害ボランティア活動と県及び

市町村が実施する救助の調整事務について、県・市町村社会福祉協議会が設置する災

害ボランティアセンターに委託することにより、当該事務に必要な人件費及び旅費を

災害救助法の国庫負担の対象とすることができる。 

(2) ボランティアに協力依頼する活動内容 

【県、市町村】 

 ボランティアに県及び市町村災害ボランティアセンターを通じて協力依頼する活動

内容は、主として次の通りとする。 

 ア～オ ［略］ 

(3)～(5) ［略］ 

３ ［略］ 

４ 赤十字防災ボランティアの活動 

【日本赤十字社宮崎県支部】 

(1) 赤十字防災ボランティア「受入れ窓口」の設置・構成等 

ア 赤十字防災ボランティアセンターの設置 

 災害発生後直ちに、日本赤十字社宮崎県支部災害対策本部にボランティアセンタ

ーを設置し、事前に登録のある赤十字防災ボランティアの受入れ体制を整える。 

 

イ ［略］ 

(2) 防災ボランティア「受入れ窓口」との連携・協力 

 赤十字防災ボランティアセンターは、市町村災害ボランティアセンター、県災害

ボランティアセンター及び宮崎県災害対策本部と連絡を密にして、被災状況、被災

者のニーズ等を共有し、活動内容及び派遣人員などの調整を相互に行う。 

(3) 赤十字防災ボランティアの活動 

ア 赤十字防災ボランティアの活動内容 

 日本赤十字社宮崎県支部災害対策本部は、積極的に赤十字防災ボランティアの参

加・協力を求めて災害救護活動の一層の推進を図ることとし、災害時に赤十字防災

ボランティアに対し、次の技術・技能的な専門性のある活動を優先的に依頼するよ

う配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・名称変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

（災害救助法の改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行運用に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２編 共通対策編 

第３章 災害応急対策計画 

 - 24 - 

(ｱ)～(ｷ) ［略］ 

イ ［略］ 

ウ 赤十字防災ボランティア派遣の決定 

 支部長は、災害の状況に応じ、派遣する赤十字防災ボランティアの人数等を決定

をする。 

(4) 赤十字防災ボランティア保険の加入促進 

 活動を希望するボランティアに対し、赤十字防災ボランティア保険の積極的加入

の呼び掛けを行う。 

５ ［略］ 

 

 

第 18 節 災害救助法の適用 

第１款 災害救助法の適用 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１・２ （略） 

３ 救助法の適用基準 

救助法による救助は、市町村単位の被害が下記のいずれかに該当し、かつ現に応

急的な救助を必要とするときに市町村毎に行うものとする。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～７ （略） 

(ｱ)～(ｷ) ［略］ 

イ ［略］ 

ウ 赤十字ボランティア派遣の決定 

 日本赤十字社宮崎県支部災害対策本部長は、災害の状況に応じ、派遣する赤十

字防災ボランティアの人数等を決定をする。 

(4) 赤十字防災ボランティア保険の加入促進 

 活動を行うボランティアが、活動時の事故や怪我等を保障する保険に加入してい

ない場合は、赤十字ボランティア保険の加入を求める。 

５ ［略］ 

 

 

第 18 節 災害救助法の適用 

第１款 災害救助法の適用 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１・２ （略） 

３ 救助法の適用基準 

救助法による救助は、市町村単位の被害が下記のいずれかに該当し、かつ現に応

急的な救助を必要とするときに市町村毎に行うものとする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 災害が発生するおそれがある場合において、次の全てに該当し、知事が特に救助

が必要と認めたとき。 

ア 国において当該災害に係る特定災害対策本部、非常災害対策本部又は緊急災害

対策本部（以下「政府本部」という。）が設置されたとき。 

イ 政府本部の所管区域として本県が告示されたとき。 

ウ 当該災害により被害を受けるおそれがあり、現に救助を必要とする者がいると

き。 

※ (1)～(4)･･･救助法第２条第１項、(5)･･･救助法第２条第２項 

４～７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害救助法の改正に伴う

修正 
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 第２編 共通対策編 

 第４章 災害復旧・復興計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第２節 迅速な現状復旧の進め方 

第１款 公共施設災害復旧事業計画 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 被災者の生活再建等の支援 

第２款 生活確保資金の融資等 

第１項 基本方針 

県及び関係市町村は、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく、災害弔慰金及び

災害障害見舞金の支給、災害援護資金の貸付並びに生活福祉資金の貸付等により、被

災者の自立的生活再建の支援を行う。 

これを含む各種の支援措置を早期に実施するため、県及び関係市町村は、発災後早

期に被災証明の交付体制を確立し、被災者に被災証明を交付する。 

なお、各種の事務処理に当たっては、手続きの簡素化、迅速化を図るものとする。 

 

第２項 （略） 

第２節 迅速な現状復旧の進め方 

第１款 公共施設災害復旧事業計画 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～４ （略） 

５ 国土交通省等の権限代行制度 

(1) 道路 

県は、自らが管理する道路と交通上密接である市町村道について、当該市町村か

ら要請があり、かつ当該市町村の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、当該

市町村に代わって自らが災害復旧等に関する工事を行うことが適当であると認めら

れるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、当該工事を行うことができる

権限代行制度により、支援を行うものとする。 

県又は市町村は、県道又は市町村道において、工事の実施体制等の地域の実情を

勘案し、実施に高度な技術又は機械力を要する工事の場合は、国土交通省の権限代

行を要請することも検討するものとする。 

(2) 河川 

県は、知事が管理を行う一級河川又は二級河川における河川の改良工事若しくは

修繕又は災害復旧事業に関する工事において、工事の実施体制等の地域の実情を勘

案し、実施に高度な技術又は機械力を要する工事の場合は、国土交通省の権限代行

を要請することも検討するものとする。  

市町村は、準用河川における河川の改良工事若しくは修繕又は災害復旧事業に関

する工事において、工事の実施体制等の地域の実情を勘案し、実施に高度な技術又

は機械力を要する工事の場合は、国土交通省の権限代行を要請することも検討する

ものとする。 

県又は市町村は、災害時に、知事が管理を行う一級河川若しくは二級河川又は市

町村長が管理する準用河川に係る維持（河川の埋塞に係るものに限る。）におい

て、工事の実施体制等の地域の実情を勘案し、実施に高度な技術又は機械力を要す

る工事の場合は、国土交通省の権限代行を要請することも検討するものとする。 

 

 

第４節 被災者の生活再建等の支援 

第２款 生活確保資金の融資等 

第１項 基本方針 

県及び関係市町村は、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく、災害弔慰金及び

災害障害見舞金の支給、災害援護資金の貸付並びに生活福祉資金の貸付等により、被

災者の自立的生活再建の支援を行う。 

県及び関係市町村は、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努

めるとともに、各種の支援措置を早期に実施するため、発災後早期に罹災証明（書）

の交付体制を確立し、被災者に罹災証明（書）を交付する。 

なお、各種の事務処理に当たっては、手続きの簡素化、迅速化を図るものとする。 

第２項 （略） 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 第３編 地震災害対策編 

 第１章 地震の想定と震災対策 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第４節 想定地震と被害想定 

第１款 日向灘地震の特徴と被害想定の概要 

１ （略） 

２ 被害想定の概要 

日向灘地震による被害想定は、過去発生した地震等を考慮して、地震の規模を北

部、南部ともにマグニチュード 7.5 として想定する。 

また、津波については、最大高さが日向灘地震よりも東南海・南海地震の方が高

いことから、東南海・南海地震による被害を最大被害として採用している。 

予測される震度分布、被害想定結果の概要は、以下のとおり。 

 

第４節 想定地震と被害想定 

第１款 日向灘地震の特徴と被害想定の概要 

１ （略） 

２ 被害想定の概要 

日向灘地震による被害想定は、過去発生した地震等を考慮して、地震の規模を北

部、南部ともにマグニチュード 7.6 として想定する。 

予測される震度分布、被害想定結果の概要は、以下のとおり。 

 

 

   

 

・日向灘地震に係る被害想

定更新調査結果（R3.3）

に伴う修正 
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震源が本県から近いことから揺れによる被害が最も懸念される。特に、日向灘南部

地震が発生すると、県央・県南を中心に死者が約 880 名、全壊する建物が約 22,600

棟に及ぶと想定される。 

また、津波の高さは、東南海・南海地震によるものより低くなるが、震源が近いこ

とから、地震発生から短時間（早いところで 10 分以内）で襲来する恐れがある。 

 

 

日向灘地震により発生した津波による被害が最も懸念される。特に、日向灘北部地

震が発生すると、県北・県央を中心に死者が約 1,700 人、全壊する建物が約 13,000 棟

に及ぶと想定される。 

また、津波の高さは、南海トラフ地震によるものより低くはなるものの、震源が近

いことから、地震発生から短時間（早いところで 12 分）で到達する恐れがある。 
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 第３編 地震災害対策編 

 第２章 地震災害予防計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第１節 地震に強い県土づくり、まちづくり 

第２款 建築物の安全化 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 建築物の耐震性強化 

【県、市町村】 

(1) （略） 

(2) 建築物の落下物対策の推進 

ア・イ （略） 

ウ 建築物の地震対策の推進 

天井材の落下などの非構造部材による被害の軽減や、エレベーター内閉じ込め

防止対策等についても必要な助言等を行い、施設管理者等の対策を促進する。 

 

第１節 地震に強い県土づくり、まちづくり 

第２款 建築物の安全化 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 建築物の耐震性強化 

【県、市町村】 

(1) （略） 

(2) 建築物の落下物対策の推進 

ア・イ （略） 

ウ 建築物の地震対策の推進 

天井材の落下などの非構造部材による被害の軽減や、エレベーター内閉じ込め

防止対策等についても必要な助言等を行い、施設管理者等の対策を促進する。 

また、災害の拡大や二次災害の防止のため、市町村は、平常時より、災害によ

る被害が予測される空家等の状況の確認に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 第４編 津波災害対策編 

 第２章 津波災害予防計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第１節 津波に強い県土づくり、まちづくり 

第１款 都市防災構造の強化 

 地震災害対策編第２章第１節第１款によるほか、以下のとおりとする。 

 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 防災都市づくり計画の策定 

津波被害を受ける可能性のある地域について、津波防災性の高い交通基盤施設や

ヘリポート、防災拠点及び情報基盤の整備等により地域の孤立防止対策の推進に努

めるものとする。 

第１節 津波に強い県土づくり、まちづくり 

第１款 都市防災構造の強化 

 地震災害対策編第２章第１節第１款によるほか、以下のとおりとする。 

 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 防災都市づくり計画の策定 

津波被害を受ける可能性のある地域について、津波防災性の高い交通基盤施設や

ヘリポート、防災拠点及び情報基盤の整備等により地域の孤立防止対策の推進に努

めるものとする。 

【市町村】 

市町村は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進に

あたっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画

にハード・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置付ける

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 第５編 風水害等対策編 

 第２章 風水害予防対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第１節 風水害に強い県土づくり、まちづくり 

第２款 風水害に強いまちづくり 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 河川氾濫に伴う浸水想定区域の指定及び水深の公表等 

【九州地方整備局、県】 （略） 

【市町村】 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

(4) （略） 

 

 

 

 

【地下街等の所有者・管理者】 （略） 

【要配慮者利用施設の所有者・管理者】 

浸水想定区域に位置し、市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮

者利用施設の所有者又は管理者は、施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の

確保を図るために必要な訓練等に関する計画を作成し、これに基づき、訓練を実施す

るものとする。 

【大規模工場等の所有者・管理者】 （略） 

２ 土砂災害警戒区域等の指定等 

【県・市町村】 （略） 

【市町村】 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

【県】 （略） 

【要配慮者利用施設の所有者・管理者】 

土砂災害警戒区域内に位置し、市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた

要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、土砂災害が発生するおそれがある場合にお

ける避難確保に関する計画を作成し、これに基づき、訓練を実施するものとする。 

３ （略） 

第１節 風水害に強い県土づくり、まちづくり 

第２款 風水害に強いまちづくり 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 河川氾濫に伴う浸水想定区域の指定及び水深の公表等 

【九州地方整備局、県】 （略） 

【市町村】 

(1)～(3) （略） 

(4) 市町村は、市町村地域防災計画に記載した要配慮者利用施設における避難の確保

を図るために必要な計画（以下「避難確保計画」という。）の策定や避難訓練の実

施状況について、定期的に確認するとともに、当該施設の所有者又は管理者に対し

て、必要に応じて、助言等を行う。 

(5) （略） 

(6) 市町村は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進

にあたっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同

計画にハード・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置

付けるものとする。 

【地下街等の所有者・管理者】 （略） 

【要配慮者利用施設の所有者・管理者】 

浸水想定区域に位置し、市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮

者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画を作成し、これに基づき、訓練を実

施するものとする。 

 

【大規模工場等の所有者・管理者】 （略） 

２ 土砂災害警戒区域等の指定等 

【県・市町村】 （略） 

【市町村】 

(1)～(3) （略） 

(4) 市町村は、市町村地域防災計画に記載した要配慮者利用施設における避難確保計

画の策定や避難訓練の実施状況について、定期的に確認するとともに、当該施設の

所有者又は管理者に対して、必要に応じて、助言等を行う。 

(5) 市町村は、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進

にあたっては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同

計画にハード・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置

付けるものとする。 

【県】 （略） 

【要配慮者利用施設の所有者・管理者】 

土砂災害警戒区域内に位置し、市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた

要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画を作成し、これに基づき、訓

練を実施するものとする。 

３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

・記載の適正化 
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４ 建築物の安全性確保 

建築物の安全性確保対策は、次によるものとする。 

(1) （略） 

(2) 建築物の災害予防措置 

ア～ウ （略） 

 

 

 

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

第１款 災害発生直前における体制の整備 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 減災協議会の設置 

【県、市町村、河川国道事務所】 

水災については、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減さ

せるためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体計に推進することを目的として、

県、市町村、河川国道事務所が組織する「大規模氾濫減災協議会」等を活用し、国、

地方公共団体、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、

利水ダム管理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ （略） 

３ 避難誘導体制の整備 

【県、市町村】 

県及び市町村は、風水害により、住民の生命、身体等に危険が生じるおそれのある

場合に、迅速かつ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難誘導体制を整備

しておくものとする。 

県は、市町村に対し、避難勧告等の発令基準及び範囲の設定及び見直しのほか、警

戒避難体制の整備・強化に必要な助言を行うものとする。 

 

 

【市町村】 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 避難勧告、避難指示（緊急）等の発令基準の明確化 

市町村は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等について

は、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避

難勧告等の発令基準を設定するものとする。それ以外の河川等についても、氾濫に

より居住者や地下空間、施設の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについて

は、同様に具体的な避難勧告等の判断基準を策定するものとする。 

また、市町村は、避難勧告等について、内閣府の「避難勧告等に関するガイドラ

４ 建築物の安全性確保 

建築物の安全性確保対策は、次によるものとする。 

(1) （略） 

(2) 建築物の災害予防措置 

ア～ウ （略） 

エ 災害の拡大及び二次災害の防止 

市町村は、平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努

めるものとする。 

第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

第１款 災害発生直前における体制の整備 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 減災協議会等の設置 

【県、市町村、河川国道事務所】 

水災については、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減さ

せるためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体計に推進することを目的として、

県、市町村、河川国道事務所が組織する「大規模氾濫減災協議会」等を活用し、国、

県、市町村、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関係者、利

水ダム管理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築するものとする。 

県、市町村及び河川国道事務所は、治水・防災・まちづくり・建築を担当する各部

局の連携の下、有識者の意見を踏まえ、豪雨、洪水、高潮、土砂災害等に対するリス

ク評価について検討するものとする。また、県及び市町村は、前述の評価を踏まえ、

防災・減災目標を設定するよう努めるものとする。 

なお、河川管理者は、水害の激甚化、治水対策の緊要性、ダム整備の地理的な制約

等を勘案し、緊急時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するため、

「ダム洪水調節機能協議会」等を組織し、利水ダム等の事前放流の取組を推進するも

のとする。 

２ （略） 

３ 避難誘導体制の整備 

【県、市町村】 

県及び市町村は、風水害により、住民の生命、身体等に危険が生じるおそれのある

場合に、迅速かつ円滑に避難誘導活動が行えるよう、あらかじめ避難誘導体制を整備

しておくものとする。 

県は、市町村に対し、避難指示等の発令基準及び範囲の設定及び見直しのほか、警

戒避難体制の整備・強化に必要な助言を行うものとする。 

また、県は、市町村が避難指示等を解除する際は、必要に応じて技術的助言を行う

ものとする。 

【市町村】 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 避難指示等の発令基準の明確化 

市町村は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等について

は、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避

難指示等の発令基準を設定するものとする。それ以外の河川等についても、氾濫に

より居住者や地下空間、施設の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについて

は、同様に具体的な避難指示等の判断基準を策定するものとする。 

また、市町村は、避難指示等について、内閣府の「避難情報に関するガイドライ

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「避難情報に関するガイ

ドライン」に基づく修正 

 

 

・災害対策基本法改正に伴

う修正 
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イン」を参考に、過去の災害履歴や河川水位情報、気象に関する警報等の情報、土

砂災害警戒情報等の各種情報を踏まえ、災害の種類や避難対象地区ごとに客観的か

つ明確な判断基準づくりを進めるものとする。 

特に、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表さ

れた場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発

令基準を設定するものとする。また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市

町村をいくつかの地域に分割した上で、土砂災害に関するメッシュ情報等を用い、

基本としては危険度の高まっている領域が含まれる地域内のすべての土砂災害警戒

区域・危険箇所等に対し避難勧告等を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体

的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

避難勧告の発令の際には、避難場所を開放していることが望ましいが、避難のた

めのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難勧告を

発令するものとする。また、そのような事態が生じ得ることを住民にも周知するも

のとする。 

(5)～(7) （略） 

４・５ （略） 

ン」を参考に、過去の災害履歴や河川水位情報、気象に関する警報等の情報、土砂

災害警戒情報等の各種情報を踏まえ、災害の種類や避難対象地区ごとに客観的かつ

明確な判断基準づくりを進めるものとする。 

特に、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表さ

れた場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とした具体的な避難指示等の発

令基準を設定するものとする。また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市

町村をいくつかの地域に分割した上で、土砂災害に関するメッシュ情報等を用い、

基本としては危険度の高まっている領域が含まれる地域内のすべての土砂災害警戒

区域・危険箇所等に対し避難指示等を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体

的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

 

 

 

 

(5)～(7) （略） 

４・５ （略） 
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 第５編 風水害等対策編 

 第３章 風水害応急対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第１節 災害発生直前の対応 

第１款 警報等の伝達 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 特別警報・警報・注意報等の種別及び発表基準等 

(1) 警戒レベルを用いた防災情報の提供 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住者等がとるべき行動」

を５段階に分け、「居住者等がとるべき行動」と「当該行動を居住者等に促す情

報」とを関連付けるものである。 

「居住者等がとるべき行動」、「行動を居住者等に促す情報」及び「行動をとる際

の判断に参考となる情報（警戒レベル相当情報）」をそれぞれ警戒レベルに対応さ

せることで、出された情報からとるべき行動を直感的に理解できるよう、災害の切

迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供することとなる。 

なお、居住者等には「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難勧告等が

発令された場合はもちろんのこと、発令される前であっても行政等が出す防災気象

情報に十分留意し、災害が発生する前に自らの判断で自発的に避難することが望ま

れる。 

(2) 特別警報・警報・注意報 

大雨や強風などの気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには「注意

報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大な災害が起こ

るおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険度と雨量、風速、潮

位等の予想値を時間帯ごとに明示して、県内の市町村ごとに発表される。また、土

砂災害や低地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等につ

いては、実際に危険度が高まっている場所が「危険度分布」等で発表される。な

お、大雨や洪水などの警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放送などで

は、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市町村等をま

とめた地域の名称を用いる場合がある。 

 

 

特別警報・警報・注意報の概要 

種 類 概   要 

特別警報 警報の発表基準をはるかに超える大雨等

が予想され、重大な災害が発生するおそ

れが著しく高まっている場合に、最大級

の警戒を呼びかけるために発表する予報 

（略） （略） 

 

特別警報・警報・注意報の種類と概要 

特別警報・警報・

注意報の種類 
概   要 

特 大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著

第１節 災害発生直前の対応 

第１款 警報等の伝達 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ 特別警報・警報・注意報等の種別及び発表基準等 

(1) 警戒レベルを用いた防災情報の提供 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住者等がとるべき行

動」を５段階に分け、「居住者等がとるべき行動」と「当該行動を居住者等に促す

情報」とを関連付けるものである。 

「居住者等がとるべき行動」、「行動を居住者等に促す情報」及び「行動をとる際

の判断に参考となる情報（警戒レベル相当情報）」をそれぞれ警戒レベルに対応さ

せることで、出された情報からとるべき行動を直感的に理解できるよう、災害の切

迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供することとなる。 

なお、居住者等には「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難指示等が

発令された場合はもちろんのこと、発令される前であっても行政等が出す防災気象

情報に十分留意し、災害が発生する前に自らの判断で自発的に避難することが望ま

れる。 

(2) 特別警報・警報・注意報 

大雨や強風などの気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには「注意

報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大な災害が起こ

るおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険度と雨量、風速、潮

位等の予想値を時間帯ごとに明示して、県内の市町村ごとに発表される。また、土

砂災害や低地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等につ

いては、実際に危険度が高まっている場所が「キキクル（危険度分布）」、「雷ナ

ウキャスト」及び「竜巻発生確度ナウキャスト」等で発表される。なお、大雨や洪

水などの警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放送などでは、重要な内

容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市町村等をまとめた地域の

名称を用いる場合がある。 

 

特別警報・警報・注意報の概要 

種 類 概   要 

特別警報 大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮

が特に異常であるため、重大な災害が発

生するおそれが著しく大きいときに、そ

の旨を警告して行う予報 

（略） （略） 

 

特別警報・警報・注意報の種類と概要 

特別警報・警報・

注意報の種類 
概   要 

特 大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著
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別

警

報 

しく大きいときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別

警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報

（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記

される。災害がすでに発生している状況であり、命を守るた

めの最善の行動をとる必要があることを示す警戒レベル５に

相当。 

（略） （略） 

警

報 

大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、

大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のよう

に、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災

害）は、高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相

当。 

洪水警報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な

災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防

の損傷や決壊による重大な災害があげられる。高齢者等の避

難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

波浪警報 （略） 

高潮警報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が

発生するおそれがあると予想されたときに発表される。避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

注

意

報 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。避難に備えハザードマップ等により災害リスク

等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２である。 

洪水注意報 大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害が発生する

おそれがあると予想されたときに発表される。河川の上流域

での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそ

れがあると予想されたときに発表される。避難に備えハザー

ドマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自らの避

難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

（略） （略） 

波浪注意報 （略） 

高潮注意報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生す

るおそれがあると予想されたときに発表される。高潮警報に

切り替える可能性に言及されていない場合は、避難に備えハ

ザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自ら

の避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。高潮

警報に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合は高

齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

※ （略） 

(3) 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

別

警

報 

しく大きいときに発表される。大雨特別警報には、大雨特別

警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特別警報

（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記

される。災害が発生又は切迫している状況であり、命を守る

ための最善の行動をとる必要があることを示す警戒レベル５

に相当。 

（略） （略） 

警

報 

大雨警報 大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、

大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のよう

に、特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災

害）は、高齢者等は危険な場所から避難が必要とされる警戒

レベル３に相当。 

洪水警報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、重大な

災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され

る。対象となる重大な災害として、河川の増水や氾濫、堤防

の損傷や決壊による重大な災害があげられる。高齢者等は危

険な場所から避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

波浪警報 （略） 

高潮警報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が

発生するおそれがあると予想されたときに発表される。危険

な場所から避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

注

意

報 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル

２である。 

洪水注意報 河川の上流域での降雨や融雪等により河川が増水し、災害が

発生するおそれがあると予想されたときに発表される。ハザ

ードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

（略） （略） 

波浪注意報 （略） 

高潮注意報 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生す

るおそれがあると予想されたときに発表される。高潮警報に

切り替える可能性に言及されていない場合は、ハザードマッ

プによる災害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動

の確認が必要とされる警戒レベル２である。高潮警報に切り

替える可能性が高い旨に言及されている場合は高齢者等は危

険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

（略） （略） 

※ （略） 

(3) キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 
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＜警報の危険度分布等の種類と概要＞ 

種 類 概 要 

大雨警報（土砂

災害）の危険度

分布（土砂災害

警戒判定メッシ

ュ情報） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1

km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先ま

での雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに

更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発

表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認すること

ができる。 

・「非常に危険」（うす紫）、「極めて危険」（濃い紫）：避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３

に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リス

ク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。 

大雨警報（浸水

 害）の危険度

分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で 1 km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。1 時間

先までの表面雨  量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新し

ており、大雨警報（浸水 害）等が発表されたときに、どこで危

険度が高まるかを面的に確認することができる。 

洪水警報の危険

度分布 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で河川流路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情報。3 時

間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新し

ており、洪水警報等が発表  されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：避難が必要とされる警戒レベル４

に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３

に相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リス

ク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。 

流域雨量指数の

予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での

降雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるか

を示した情報。6 時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報

等）を取り込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を

計算して指数化した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基

準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列で表示したもの

を、常時 10 分ごとに更新している。 

 

 

(4) 早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当

日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（南

部平野部など）で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地

＜キキクル等の種類と概要＞ 

種 類 概 要 

土砂キキクル

（大雨警報（土

砂災害）の危険

度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1

km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先ま

での雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに

更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発

表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認するこ

とができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：避難が必要とされる警戒レベル４

に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認

等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベ

ル２に相当。 

浸水キキクル

（大雨警報（浸

水害）の危険度

分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で 1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。1 時間先

までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新してお

り、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっ

ている場所を面的に確認することができる。 

洪水キキクル

（洪水警報の危

険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で河川流路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情報。3 時

間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新し

ており、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている

場所を面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：危険な場所から避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所から避難が必要とされ

る警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認

等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベ

ル２に相当。 

流域雨量指数の

予測値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪

水危険度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応

じて危険度を色分けし、時系列で示す情報。 

6 時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて常

時 10 分ごとに更新している。 

※「極めて危険」（濃い紫）：警戒レベル５緊急安全確保の発令対象区域の絞り込み

に活用 

 

(4) 早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当

日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（南

部平野部など）で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地

・名称の変更 

・「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 
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域と同じ発表単位（宮崎県）で発表される。大雨に関して、明日までの期間に[高]

又は[中]が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す

警戒レベル１である。 

(5) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおか

しくない状況となったときに、市町村長の避難勧告の発令判断や住民の自主避難の

判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける情報で、宮崎

県と宮崎地方気象台が共同で発表する。 

なお、これを補足する情報である大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害

警戒判定メッシュ情報）で、実際に危険度が高まっている場所を確認することがで

き、避難が必要とされる警戒レベル４に相当する。 

(7) 記録的短時間大雨情報 

県内で大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大

雨を観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合

わせた分析)したときに、府県気象情報の一種として発表する。この情報が発表され

たときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発生につな

がるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まって

いる場所については、警報の「危険度分布」で確認することができる。 

宮崎県の発表基準は、１時間 120 ミリ以上を観測又は解析したときである。 

 

域と同じ発表単位（宮崎県）で発表される。大雨に関して、[高]又は[中]が予想さ

れている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１であ

る。 

(5) （略） 

(6) 顕著な大雨に関する情報 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非

常に激しい雨が同じ場所で降り続いているときに、「線状降水帯」というキーワー

ドを使って解説する「顕著な大雨に関する宮崎県気象情報」という表題の気象情報

を、警戒レベル４相当以上の状況で発表する。 

＜顕著な大雨に関する情報の発表例＞ 

 

＜顕著な大雨に関する情報を補足する「線状降水帯」の表示＞ 

 

 

(7) 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおか

しくない状況となったときに、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の

判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける情報で、宮崎

県と宮崎地方気象台が共同で発表する。 

市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災

害）の危険度分布）で確認することができる。危険な場所からの避難が必要とされ

る警戒レベル４に相当する。 

(8) 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中の二次細分区域において、キキクルの「非常に危険」（うす紫）

が出現し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）が

観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせ

た分析)されたときに、気象庁から発表される。この情報が発表されたときは、土砂

災害及び、低地の浸水や中小河川の増水・氾濫による災害発生につながるような猛

烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキ

キクルで確認する必要がある。 

宮崎県の雨量による発表基準は、１時間 120 ミリ以上の降水を観測又は解析した

 

 

 

 

・気象情報新設に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

・基準変更に伴う修正 
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(8)～(11) （略） 

 

 

第２款 避難誘導の実施 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～５ （略） 

６ 安全確保措置の周知 

市町村が避難勧告等を発令した場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所

への移動を原則とするが、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移

動を行うことがかえって危険を伴う等やむを得ない場合と住民等自身が判断する場

合は、「近隣のより安全な場所への移動」又は「屋内安全確保」を行うべきことに

ついて、市町村は、住民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

 

７ （略 

ときである。 

(9)～(12) （略） 

 

 

第２款 避難誘導の実施 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１～５ （略） 

６ 適切な避難行動の周知 

市町村が避難指示等を発令した場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、安

全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ

等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で

「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所

等への避難がかえって危険を伴う場合は、「近隣のより安全な場所への避難」又は

自宅の上層階等、相対的に安全だと考えられる場所へ「緊急安全確保」を行うべき

ことについて、市町村は、住民等への周知徹底に努めるものとする。 

７ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 
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 第６編 火山災害対策編 

 第３章 火山災害応急対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第１節 災害発生直前対策 

第１款 火山災害に関する情報の伝達 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 噴火警報等の発表と伝達及び通報 

(1) 噴火警報等の種類 

【宮崎地方気象台】 （略） 

①・② （略） 

表 4-3-3(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 災害発生直前対策 

第１款 火山災害に関する情報の伝達 

第１項 （略） 

第２項 対策 

１ （略） 

２ 噴火警報等の発表と伝達及び通報 

(1) 噴火警報等の種類 

【宮崎地方気象台】 （略） 

①・② （略） 

表 4-3-3(1)～(3) （略） 
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③～⑦ （略） 

(2)～(7) （略） 

 

第３款 警戒区域の設定、避難勧告等 

第１項 （略） 

表 4-3-3-(4) 霧島山（大幡池）の噴火警戒レベル（令和３年３月 30 日運用開始） 

 

 

③～⑦ （略） 

(2)～(7) （略） 

 

第３款 警戒区域の設定、避難指示等 

第１項 （略） 

・霧島山（大幡池）の噴火

警戒レベル運用開始に伴

う修正 
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第２項 対策 

１ （略） 

２ 登山規制 

 【市町】 （略） 

 表 4-3-6 入山規制発令基準 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) その他の火山（噴火警戒レベル未導入火山） （略） 

３ （略） 

４ 避難の実施基準 

【市町】 

 関係市町長は、噴火警報（居住地域）が発表された場合及び火山の状況に応じて避

難活動を、「避難準備・高齢者等避難開始」「避難勧告」「避難指示（緊急）」の３

段階に分けて実施する。それぞれの実施基準は次のとおりである。 

ア 避難準備・高齢者等避難開始 

噴火警戒レベル４（避難準備）の噴火警報が発表される等、居住地域に重大な

第２項 対策 

１ （略） 

２ 登山規制 

 【市町】 （略） 

 表 4-3-6 入山規制発令基準 

(1)～(3) （略） 

(4) 大幡池 

(5) その他の火山（想定噴火場所周辺以外の場所で噴火した場合） （略） 

３ （略） 

４ 避難の実施基準 

【市町】 

関係市町長は、噴火警報（居住地域）が発表された場合及び火山の状況に応じて避

難活動を、「高齢者等避難」「避難指示」の２段階に分けて実施する。それぞれの実

施基準は次のとおりである。 

ア 高齢者等避難 

噴火警戒レベル４（避難準備）の噴火警報が発表される等、居住地域に重大な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「噴火等の具体的で実践

的な避難計画策定の手引

き（第２版）」に基づく

修正 

（災害対策基本法の改正） 
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被害を及ぼす噴火の発生が予想される（可能性が高まっている）とき 

イ 避難勧告 

噴火警戒レベル５（避難）の噴火警報が発表される等、居住地域に重大な被害

を及ぼす噴火が発生、あるいは切迫している状態にあるとき 

ウ 避難指示（緊急） 

噴火警戒レベル５（避難）の噴火警報が発表される等、居住地域に重大な被害

を及ぼす噴火が発生、あるいは切迫している状態にあり、事態が重大と認められ

るとき 

なお、上記避難の実施基準以外に噴火の状況によって次の場合が予想される。

関係市町長は、このような状況に対応した適切な措置を講じておく。 

①勧告・指示より早く避難する時(住民等による事前避難) 

住民等の自主判断により、避難所に集まってしまった場合 

② （略） 

５・６ （略） 

７ 伝達の方法、内容、防災信号 

【市町】 

(1)・(2) （略） 

(3) 防災信号 

 

 

８ （略） 

９ 避難準備段階における小・中・高等学校等の対策 

【県、市町】 

 教育長は、「避難準備」を発した旨の連絡を受けるか、またはそれを知った場合

は、学校長に対して次のとおり措置し、適切な避難を実施する。 

(1) （略） 

(2) 児童生徒が学校にいる場合 

ア 避難の準備・勧告が発せられた場合 

学校長は、直ちに授業を中止し、避難誘導経路が安全な場合は誘導経路ごとに

児童生徒を分類し、責任者の庇護のもとに誘導、家族に引き渡す。 

被害を及ぼす噴火の発生が予想される（可能性が高まっている）とき 

イ 避難指示 

噴火警戒レベル５（避難）の噴火警報が発表される等、居住地域に重大な被害

を及ぼす噴火が発生、あるいは切迫している状態にあるとき 

 

 

 

 

なお、上記避難の実施基準以外に噴火の状況によって次の場合が予想される。

関係市町長は、このような状況に対応した適切な措置を講じておく。 

①「高齢者等避難」より早く避難する時(住民等による事前避難) 

住民等の自主判断により、避難所に集まってしまった場合 

② （略） 

５・６ （略） 

７ 伝達の方法、内容、防災信号 

【市町】 

(1)・(2) （略） 

(3) 防災信号 

 

 

 

 

 

 

 

８ （略） 

９ 高齢者等避難段階における小・中・高等学校等の対策 

【県、市町】 

教育長は、「高齢者等避難」を発した旨の連絡を受けるか、またはそれを知った場

合は、学校長に対して次のとおり措置し、適切な避難を実施する。 

(1) （略） 

(2) 児童生徒が学校にいる場合 

学校長は、直ちに授業を中止し、避難誘導経路が安全な場合は誘導経路ごとに児

童生徒を分類し、責任者の庇護のもとに誘導、家族に引き渡す。 

家族への引き渡しが困難な場合は、児童生徒を学校に待機させる。 
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イ 避難指示（緊急）が発せられた場合 

学校長は、当該小・中・高等学校等に危険がせまり、避難する必要があると判

断した時は、家族に引き渡すことができなかった児童生徒をあらかじめ定めた避

難所に避難させ、収容班は保護者に通知するものとする。 

【私立学校等の設置者】 （略） 

 

 

第８節 避難収容活動 

第１款 「避難勧告」段階の避難 

「避難勧告」段階の避難については、共通対策編第３章第９節第１款「避難誘導の

実施」によるほか、以下の通りとする。 

１ 「避難勧告」段階の避難誘導 

【市町】 

(1) 避難誘導責任者 

予め決められた避難誘導責任者（自治会長、消防団分団長等）は、住民の避難誘

導を実施する。 

 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 避難勧告段階における小中高等学校等の対策 

【県、市町】 

教育長は、「避難勧告、指示」を発した旨の連絡を受けるか、またはそれを知った

場合は、学校長に対して次のとおり措置し、適切な避難を実施する。 

(1) （略） 

(2) 児童生徒が学校にいる場合 

ア 避難の準備が発せられた場合 

学校長は、直ちに授業を中止し、避難誘導経路が安全な場合は誘導経路ごとに

児童生徒を分類し、責任者の庇護のもとに誘導、家族に引き渡す。 

イ 避難勧告・指示が発せられた場合 

学校長は、当該小中高等学校等に危険がせまり避難する必要があると判断した

ときは、家族に引き渡しができなかった児童生徒を、あらかじめ定めた避難所に

避難させ、収容班は保護者に通知するものとする。 

【私立学校等の設置者】 （略） 

４ （略） 

 

 

第２款 「避難指示（緊急）」段階の避難 

第１款に準ずるほか、以下の通りとする。 

１ 避難確認の強化 

【市町】 

特に避難に際しては、避難漏れのないよう巡視、広報を強化し、残留希望者も強く

指示して避難させる。 

 

 

第３款 避難所の開設、運営（共通対策編） 

第４款 被災者の把握（共通対策編） 

 

 

 

 

【私立学校等の設置者】 （略） 

 

 

第８節 避難収容活動 

第１款 「避難指示」段階の避難 

「避難指示」段階の避難については、共通対策編第３章第９節第１款「避難誘導の

実施」によるほか、以下の通りとする。 

１ 「避難指示」段階の避難誘導 

【市町】 

(1) 避難誘導責任者 

予め決められた避難誘導責任者（自治会長、消防団分団長等）は、住民の避難誘

導を実施するとともに、避難漏れのないよう巡視、広報を強化し、残留希望者には

強く指示して避難させる。 

(2)・(3) （略） 

２ （略） 

３ 避難指示段階における小中高等学校等の対策 

【県、市町】 

教育長は、「避難指示」を発した旨の連絡を受けるか、またはそれを知った場合

は、学校長に対して次のとおり措置し、適切な避難を実施する。 

(1) （略） 

(2) 児童生徒が学校にいる場合 

学校長は、当該小中高等学校等に危険がせまり避難する必要があると判断したと

きは、家族に引き渡しができなかった児童生徒を、あらかじめ定めた避難所に避難

させ、収容班は保護者に通知するものとする。 

 

 

 

 

【私立学校等の設置者】 （略） 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２款 避難所の開設、運営（共通対策編） 

第３款 被災者の把握（共通対策編） 
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第５款 避難生活環境の確保（共通対策編） 

第６款 災害弱者等への配慮（共通対策編） 

第７款 応急住宅の確保（共通対策編） 

第４款 避難生活環境の確保（共通対策編） 

第５款 災害弱者等への配慮（共通対策編） 

第６款 応急住宅の確保（共通対策編） 
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 第１２編 大規模な火事災害対策編 

 第３章 大規模な火事災害応急対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第２節 災害情報の収集・連絡 

第１款 気象に関する情報の伝達と火災防止のための措置 

１ 火災気象通報及び火災警報の収集・伝達 

火災による県民の生命・財産への被害を最小限とするため、宮崎地方気象台、

県、市町村は迅速・的確に火災気象通報及び火災警報の伝達を行う。 

〇火災気象通報：消防法に基づいて宮崎地方気象台が、気象の状況が火災の予防上

危険であると認めるとき(具体的には下記の条件)に、その状況を直ちに知事に通

報するものである。知事は、この通報を受けたときは直ちにこれを市町村長に通

報する。 

＜宮崎地方気象台の基準＞ 

乾燥注意報あるいは強風注意報を発表した場合。（降雨、降雪中は通報しないこ

ともある。） 

〇火災警報：消防法に基づいて市町村長が火災気象通報を受けたとき、又は気象状

況が火災の予防上危険であると認めるとき、一般に対して警戒を喚起するために

行う警報をいう。 

(1)～(2) （略） 

２ （略） 

 

第２節 災害情報の収集・連絡 

第１款 気象に関する情報の伝達と火災防止のための措置 

１ 火災気象通報及び火災警報の収集・伝達 

火災による県民の生命・財産への被害を最小限とするため、宮崎地方気象台、

県、市町村は迅速・的確に火災気象通報及び火災警報の伝達を行う。 

〇火災気象通報：消防法に基づいて宮崎地方気象台が、気象の状況が火災の予防上

危険であると認めるとき(具体的には下記の条件)に、その状況を直ちに知事に通

報するものである。知事は、この通報を受けたときは直ちにこれを市町村長に通

報する。 

＜宮崎地方気象台の基準＞ 

乾燥注意報及び陸上を対象とした強風注意報の基準と同一であり、通報基準に該

当または該当するおそれがある場合に火災気象通報として通報する。なお、降水

（降雪を含む）が予想される場合は火災気象通報としては通報しない。 

〇火災警報：消防法に基づいて市町村長が火災気象通報を受けたとき、又は気象状

況が火災の予防上危険であると認めるとき、一般に対して警戒を喚起するために

行う警報をいう。 

(1)～(2) （略） 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基準の詳細を記載 
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 第１３編 林野火災対策編 

 第２章 林野火災予防計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第２節 災害防止のための気象情報等の充実 

宮崎地方気象台は、林野火災防止のため、気象の実況の把握に努め、情報の充実と

適時・的確な情報発表に努めるものとする。 

１ （略） 

２ 火災気象通報 

【宮崎地方気象台、県、市町村】 

気象の状況が火災の予防上危険であるときは、消防法第 22 条に基づき、宮崎地方気

象台は、直ちに県(危機管理局)に通報を行う。 

通報を受けた県は、直ちに市町村に通報するものとする。 

市町村長は、この通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認

めるときは火災警報を発令する。 

火災気象通報の基準は、次のとおりである。 

乾燥注意報あるいは強風注意報を発表した場合。（降雨、降雪中は通報しないこと

もある。） 

 

 

市町村長が火災警報を発令する場合は、防災無線や有線放送あるいは消防法施行規

則第 34 条の火災警報信号により周知する。 

＜火災警報信号＞ （略） 

第２節 災害防止のための気象情報等の充実 

宮崎地方気象台は、林野火災防止のため、気象の実況の把握に努め、情報の充実と

適時・的確な情報発表に努めるものとする。 

１ （略） 

２ 火災気象通報 

【宮崎地方気象台、県、市町村】 

気象の状況が火災の予防上危険であるときは、消防法第 22 条に基づき、宮崎地方気

象台は、直ちに県(危機管理局)に通報を行う。 

通報を受けた県は、直ちに市町村に通報するものとする。 

市町村長は、この通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認

めるときは火災警報を発令する。 

火災気象通報の基準は、次のとおりである。 

乾燥注意報及び陸上を対象とした強風注意報の基準と同一であり、通報基準に該当

又は該当するおそれがある場合に火災気象通報として通報する。なお、降水（降雪を

含む）が予想される場合は火災気象通報としては通報しない。 

 

市町村長が火災警報を発令する場合は、防災無線や有線放送あるいは消防法施行規

則第 34 条の火災警報信号により周知する。 

＜火災警報信号＞ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基準の詳細を記載 
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 第１４編 原子力災害対策編 

 第３章 原子力災害応急対策計画 

 

現 行 修 正 案 備 考 
第５節 住民避難等の防護活動 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、原災法による国の指示、勧告等に基づき、屋内退避又は一時移転

等の措置を実施する。 

１ （略） 

２ 屋内退避の実施 

屋内退避の防護措置を実施する場合、住民は速やかに自宅や職場、近くの公共施

設等へ屋内退避するものとする。市町村は、消防、警察等関係機関の協力のもと、

屋内退避の指示のあった区域内の屋外にいる住民に対し、速やかに自宅等に戻る

か、近くの公共施設等に屋内退避するよう指示するものとする。 

 

 

 

 

 

 

３・４ （略） 

第５節 住民避難等の防護活動 

【県、市町村】 

 県及び市町村は、原災法による国の指示等に基づき、屋内退避又は一時移転等の措

置を実施する。 

１ （略） 

２ 屋内退避の実施 

屋内退避の防護措置を実施する場合、住民は速やかに自宅や職場、近くの公共施

設等へ屋内退避するものとする。市町村は、消防、警察等関係機関の協力のもと、

屋内退避の指示のあった区域内の屋外にいる住民に対し、速やかに自宅等に戻る

か、近くの公共施設等に屋内退避するよう指示するものとする。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の流行下において、原子力災害が

発生した場合、住民等の被ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリスクの

双方から、国民の生命・健康を守ることを最優先とする。具体的には、避難又は一

時移転を行う場合には、その過程又は避難先等における感染拡大を防ぐため、避難

所・避難車両等における感染者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確保、

マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施するものとする。 

３・４ （略） 

・防災基本計画の修正を踏

まえた修正 

 

 

 

 


